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受益者のみなさまへ

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。

さて、「ダイワ・エマージング＆ジャパ
ン・ファンド」は、このたび、第 ₆ 期の決算
を行ないました。

ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。

今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

<4756>

ダイワ・エマージング＆
ジャパン・ファンド

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商品分類 追加型投信／内外／株式
信託期間 約 ₉ 年₁₁カ月間（₂₀₀₉年 ₇ 月₁₇日～₂₀₁₉年 ₆ 月₂₀日）
運用方針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。

主要投資
対 象

ベビーファンド 下記の各マザーファンドの受益証券
ダイワ新興国関連・日本株
マザーファンド

わが国の金融商品取引所上場株式（上
場予定を含みます。）

ダ イ ワ 中 国 株
マザーファンド

中国（香港を含みます。）の株式および
ＤＲ（預託証券）

ダイワ・インド株
マザーファンド

インドまたはその他の国の金融商品取
引所に上場（上場予定を含みます。）す
るインドの企業の株式およびＤＲ

ダイワ・ブラジル株式
マザーファンド

ブラジルの金融商品取引所上場株式お
よび店頭登録株式（上場予定および店
頭登録予定を含みます。）ならびにブラ
ジルの企業のＤＲ

ベビーファンドの
運用方法

①主として、マザーファンドの受益証券を通じて、労
働人口の増加、生産の拡大により、中長期的に高い経
済成長が見込まれる中国、インド、ブラジルの企業の
株式、および新興国の一大需要に応えることにより、
成長が見込まれるわが国の企業の株式に投資します。
②各マザーファンドの受益証券については、下記の標
準組入比率をめどに投資を行ないます。
　 ダイワ新興国関連・日本株マザーファンドの受益証券

…信託財産の純資産総額の₅₀％
　 ダイワ中国株マザーファンドの受益証券

…信託財産の純資産総額の₂₀％
　 ダイワ・インド株マザーファンドの受益証券

…信託財産の純資産総額の₁₅％
　 ダイワ・ブラジル株式マザーファンドの受益証券

…信託財産の純資産総額の₁₅％
③為替変動リスクを回避するための為替ヘッジは原則
として行ないません。
④株式以外の資産（他の投資信託受益証券を通じて投
資する場合は、当該他の投資信託の信託財産に属する
株式以外の資産のうち、この投資信託の信託財産に属
するとみなした部分を含みます。）への投資は、原則と
して、信託財産総額の₇₅％以下とします。

組入制限

ダイワ新興国関連・日本株マザーファンドの株式組入上限比率

無制限
ダイワ中国株マザーファンドの株式組入上限比率
ダイワ・インド株マザーファンドの株式組入上限比率
ダイワ・ブラジル株式マザーファンドの株式組入上限比率

分配方針

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売買益（評
価益を含みます。）等とし、原則として、基準価額の水
準等を勘案して分配金額を決定します。ただし、分配
対象額が少額の場合には、分配を行なわないことがあ
ります。

当ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行ないます。ファミリー
ファンド方式とは、受益者からの資金をまとめてベビーファンド（当ファ
ンド）とし、その資金を主としてマザーファンドの受益証券に投資して、
実質的な運用をマザーファンドで行なう仕組みです。
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■最近 5 期の運用実績

決　　算　　期
基　準　価　額 ＴＯＰＩＸ ＭＳＣＩ　ＥＭ指数

（配当込み、円換算） 株　式
組　入
比　率

株　式
先　物
比　率

投資信託
受益証券
組入比率

純資産
総　額（分配落） 税込み

分配金
期　中
騰落率 （参考指数） 期　中

騰落率 （参考指数） 期　中
騰落率

円 円 ％ ％ ％ ％ ％ ％ 百万円
₂ 期末（₂₀₁₁年 ₆ 月₂₀日） ₉, ₇₄₉ ₀ △ ₇. ₁ ₈₀₆. ₈₃ △ ₁₀. ₆ ₁₂, ₇₇₆ ₅. ₂ ₉₄. ₅ ₁. ₁ ― ₃, ₇₁₀
₃ 期末（₂₀₁₂年 ₆ 月₂₀日） ₈, ₀₂₃ ₀ △ ₁₇. ₇ ₇₄₇. ₃₄ △ ₇. ₄ ₁₁, ₀₉₃ △ ₁₃. ₂ ₉₃. ₉ ₀. ₆ ― ₁, ₈₃₈
₄ 期末（₂₀₁₃年 ₆ 月₂₀日） ₁₀, ₂₅₉ ₃₀₀ ₃₁. ₆ ₁, ₀₉₁. ₈₁ ₄₆. ₁ ₁₃, ₉₈₄ ₂₆. ₁ ₉₆. ₀ ₀. ₈ ― ₁, ₈₇₆
₅ 期末（₂₀₁₄年 ₆ 月₂₀日） ₁₁, ₃₃₀ ₁, ₀₀₀ ₂₀. ₂ ₁, ₂₆₈. ₉₂ ₁₆. ₂ ₁₆, ₈₂₀ ₂₀. ₃ ₉₅. ₁ ₀. ₆ ― ₁, ₆₁₅
₆ 期末（₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日） ₁₃, ₀₉₆ ₁, ₆₀₀ ₂₉. ₇ ₁, ₆₄₈. ₆₁ ₂₉. ₉ ₁₉, ₂₇₇ ₁₄. ₆ ₉₅. ₂ ₀. ₃ ₀. ₄ ₁, ₆₃₇

（注 ₁ ）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注 ₂ ） ＭＳＣＩ　ＥＭ指数（配当込み、円換算）は、ＭＳＣＩ Inc. の承諾を得て、ＭＳＣＩエマージング・マーケット・インデックス（配当込

み、米ドルベース）をもとに円換算し、当ファンド設定日を₁₀, ₀₀₀として大和投資信託が計算したものです。ＭＳＣＩエマージング・マー
ケット・インデックス（配当込み、米ドルベース）は、ＭＳＣＩ Inc. が開発した株価指数で、同指数に対する著作権、知的所有権その他一
切の権利はＭＳＣＩ Inc. に帰属します。またＭＳＣＩ Inc. は、同指数の内容を変更する権利および公表を停止する権利を有しています。

（注 ₃ ） 海外の指数は、基準価額への反映を考慮して、現地前営業日の終値を採用しています。
（注 ₄ ） 組入比率は、マザーファンドの組入比率を当ファンドベースに換算したものを含みます。
（注 ₅ ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

■当期中の基準価額と市況の推移
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（注）期末の基準価額は分配金込みです。
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年　　月　　日
基 準 価 額 Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ ＭＳＣＩ　ＥＭ指数

（配当込み、円換算） 株　　式
組入比率

株　　式
先物比率

投資信託
受益証券
組入比率騰落率 （参考指数） 騰落率 （参考指数） 騰落率

円 ％ ％ ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年 ₆ 月₂₀日 ₁₁, ₃₃₀ ― ₁, ₂₆₈. ₉₂ ― ₁₆, ₈₂₀ ― ₉₅. ₁ ₀. ₆ ―

₆ 月末 ₁₁, ₂₆₅ △ ₀. ₆ ₁, ₂₆₂. ₅₆ △ ₀. ₅ ₁₆, ₆₈₂ △ ₀. ₈ ₉₆. ₃ ₀. ₇ ―
₇ 月末 ₁₁, ₉₉₅ ₅. ₉ ₁, ₂₈₉. ₄₂ ₁. ₆ ₁₇, ₅₅₇ ₄. ₄ ₉₅. ₇ ₀. ₅ ―
₈ 月末 ₁₂, ₂₇₂ ₈. ₃ ₁, ₂₇₇. ₉₇ ₀. ₇ ₁₇, ₈₈₄ ₆. ₃ ₉₆. ₁ ₀. ₅ ―
₉ 月末 ₁₂, ₃₄₈ ₉. ₀ ₁, ₃₂₆. ₂₉ ₄. ₅ ₁₇, ₅₆₀ ₄. ₄ ₉₄. ₁ ₀. ₅ ―
₁₀月末 ₁₂, ₃₀₆ ₈. ₆ ₁, ₃₃₃. ₆₄ ₅. ₁ ₁₇, ₅₃₀ ₄. ₂ ₉₅. ₇ ₀. ₅ ―
₁₁月末 ₁₃, ₂₉₆ ₁₇. ₄ ₁, ₄₁₀. ₃₄ ₁₁. ₁ ₁₉, ₀₆₄ ₁₃. ₃ ₉₅. ₆ ₀. ₅ ―
₁₂月末 ₁₃, ₀₈₁ ₁₅. ₅ ₁, ₄₀₇. ₅₁ ₁₀. ₉ ₁₈, ₄₅₃ ₉. ₇ ₉₆. ₁ ₀. ₄ ₀. ₃

₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₁₃, ₁₂₅ ₁₅. ₈ ₁, ₄₁₅. ₀₇ ₁₁. ₅ ₁₈, ₃₈₃ ₉. ₃ ₉₅. ₈ ₀. ₄ ―
₂ 月末 ₁₃, ₃₂₈ ₁₇. ₆ ₁, ₅₂₃. ₈₅ ₂₀. ₁ ₁₈, ₉₅₉ ₁₂. ₇ ₉₅. ₂ ₀. ₄ ―
₃ 月末 ₁₃, ₃₈₇ ₁₈. ₂ ₁, ₅₄₃. ₁₁ ₂₁. ₆ ₁₈, ₆₅₇ ₁₀. ₉ ₉₄. ₅ ₀. ₄ ―
₄ 月末 ₁₄, ₁₇₂ ₂₅. ₁ ₁, ₅₉₂. ₇₉ ₂₅. ₅ ₂₀, ₂₄₁ ₂₀. ₃ ₉₅. ₆ ₀. ₃ ―
₅ 月末 ₁₄, ₆₅₈ ₂₉. ₄ ₁, ₆₇₃. ₆₅ ₃₁. ₉ ₂₀, ₀₉₀ ₁₉. ₄ ₉₄. ₄ ₀. ₃ ―

（期末）₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日 ₁₄, ₆₉₆ ₂₉. ₇ ₁, ₆₄₈. ₆₁ ₂₉. ₉ ₁₉, ₂₇₇ ₁₄. ₆ ₉₅. ₂ ₀. ₃ ₀. ₄
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。

《運用経過》

◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₁₁, ₃₃₀円　期末：₁₃, ₀₉₆円（分配金₁, ₆₀₀円）　騰落率：₂₉. ₇％（分配金込み）
【基準価額の主な変動要因】

各マザーファンドの受益証券を通じて、日本、中国、インド、ブラジルの株式に投資した結果、主に日本や中国、インド
の株式市況が上昇したこと、また為替相場において円安が進行したことがプラスに寄与し、基準価額は値上がりしました。

◆投資環境について
○日本株式市況

国内株式市況は、期首より、内外景気の回復や法人税率の引下げ、コーポレートガバナンス（企業統治）改革の進展、
円安の進行などを背景に上昇しました。₂₀₁₄年 ₉ 月下旬からは、世界経済の先行き不透明感やエボラ出血熱の感染拡大へ
の懸念、 ₂ 大臣辞任による国内政治不安などにより、株価は下落しました。₁₀月下旬以降は、日銀による予想外の追加金
融緩和やＧＰＩＦ（年金積立金管理運用独立行政法人）の国内株式運用比率引上げ決定、円安の大幅な進行などを受け
て、株価は急速に上昇しました。₁₂月からは、原油価格急落によるロシア経済への悪影響やギリシャ情勢の混迷による
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ユーロ安などが不安視され、株価は下落する局面もありました。₂₀₁₅年 ₁ 月半ば以降は、ＥＣＢ（欧州中央銀行）による
量的金融緩和の決定や国内景気の持ち直し、春闘でのベア高め妥結、良好な株式需給関係、さらなる円安の進行などを受
けて、株価は大きく上昇しました。

○中国株式市況
中国株式市況は、期首から₂₀₁₄年 ₉ 月上旬にかけて、中国政府による景気刺激策への期待や不動産規制の緩和、国有企

業改革などの政策発表が好感されて、上昇基調となりました。 ₉ 月中旬から₁₀月中旬にかけては、米国の早期利上げが意
識され新興国からの資金流出に対する懸念が強まったことや、₂₀₁₅年の中国経済の成長率鈍化などが懸念材料となり、株
式市況は急落しました。その後は、₁₁月下旬に中国で利下げが発表されたことや、₁₂月にＦＲＢ（米国連邦準備制度理事
会）が金融政策の正常化に慎重な姿勢を示したことから株式市況は反発しました。₂₀₁₅年 ₄ 月には、追加金融緩和期待
や、中国本土の資産運用会社に対する香港上場株への投資規制が緩和されたことで香港株式市場への資金流入が期待され
たことから、大幅に上昇しました。期末にかけては、低調な景気指標を背景に中国の景気減速があらためて意識されたこ
とや、大型銘柄の新規上場に伴う需給悪化懸念を背景に本土株式市場で利益確定売りが見られたことから下落しました。

○インド株式市況
インド株式市況は、期首から₂₀₁₅年 ₄ 月中旬にかけて、モディ政権による外資企業の投資活性化政策や補助金削減等に

よる財政赤字削減に対する期待感、原油市況の下落を受けたインフレ低減見通しなどを背景にＲＢＩ（インド準備銀行）
が利下げを発表したこと、政府が₂₀₁₄年度のＧＤＰ（国内総生産）成長見通しを引上げたことなどから上昇しました。そ
の後は、予想を上回る力強い米国の雇用統計を受けて米国の早期利上げへの警戒感が強まり、インドを含む新興国市場か
らの資金流出への懸念が台頭したことなどから下落基調となり、期末を迎えました。

○ブラジル株式市況
ブラジル株式市況は、期首から₂₀₁₄年 ₈ 月末にかけて、大統領選挙の世論調査においてルセフ大統領の支持率低下や野

党候補の支持率上昇が続いたため、₁₀月の大統領選挙における政権交代期待が高まり、上昇が続きました。しかし、 ₉ 月
以降にはルセフ大統領が支持率を回復して再選を果たしたことにより、下落に転じました。₂₀₁₅年 ₁ 月にかけては、市場
から高い信頼を得ているレビ氏を次期財務相に指名したことで反発する局面もありましたが、原油価格の急落や相次ぐ増
税・歳出削減策による景気の先行き懸念などから軟調な展開となりました。 ₂ 月からは、原油価格の底打ちや石油会社ペ
トロブラスの経営陣交代などが好感されたこと、 ₃ 月のＦＯＭＣ（米国連邦公開市場委員会）の声明により早期の利上げ
懸念が後退したことなどから反発しました。また、ペトロブラスが汚職問題により延期されていた監査済み決算発表を ₄
月中に行なうとの報道などから一段高となりました。 ₅ 月に入ると、度重なる利上げにもかかわらずインフレ率が高止ま
りしていることなどから、さらなる利上げや景気悪化などが懸念され反落しました。

○為替相場
ブラジル・レアル為替相場は、ＦＲＢが量的緩和政策の縮小を進めたことで新興国通貨全般への売り圧力は強かった一

方で、政権交代期待を背景にした投資家のレアル買いも強く、₂₀₁₄年 ₈ 月にかけてレアルはレンジ内の動きとなりまし
た。その後、ルセフ大統領が劣勢を挽回して再選を果たす中で、₁₀月にかけてレアル安が進行しました。その後、日銀が
予想外の追加緩和を発表したことで円が他国通貨に対して大きく下落したため、大幅な円安レアル高となりました。しか
し、₁₂月には原油価格の下落を背景にレアルは反落し、ブラジル経済見通しの低迷などにより投資センチメントが悪化し
たこと、またペトロブラス社の格下げや汚職問題、政権に対するデモ等もレアルの悪材料となり、₂₀₁₅年 ₃ 月にかけて大
きく下落しました。その後は、米国の早期利上げ観測が後退したほか、ペトロブラスが延期されていた監査済み決算発表
を行なうとの期待から反発し、 ₅ 月以降は狭いレンジでの動きとなり、期末を迎えました。

インド・ルピー為替相場は、期首から₂₀₁₄年₁₂月中旬にかけて、ＲＢＩの為替介入観測などを背景にルピーが対米ドル
でやや下落した一方で、日銀の追加金融緩和の実施や日本の₂₀₁₄年 ₇ － ₉ 月期ＧＤＰ成長率が市場予想を大幅に下回った
ことを背景に円安米ドル高が進んだ結果、円安ルピー高となりました。その後は、海外投資家の資金流出への懸念などを
背景にルピーが対米ドルで下落した一方で、日米金利差拡大の思惑を背景に円安米ドル高が進んだ結果、ほぼ横ばいでの
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推移となり、期末を迎えました。
香港ドル為替相場は、香港ドルは米ドルペッグ制（米ドルに連動する政策）を採用しているため、米ドルに連動した値

動きとなりました。米ドル円は、黒田日銀総裁による積極的な金融緩和政策の実施や米国の景気回復に伴う米国金利の先
高感から、円安米ドル高が進行しました。

◆前期における「今後の運用方針」

・株式組入比率
当面₉₀～₁₀₀％とする運用を継続する方針です。

・ポートフォリオ
「ダイワ新興国関連・日本株マザーファンド」の受益証券、「ダイワ中国株マザーファンド」の受益証券、「ダイワ・

インド株マザーファンド」の受益証券、「ダイワ・ブラジル株式マザーファンド」の受益証券を通じて株式に投資を行
ない、純資産総額に対する比率がそれぞれ₅₀％、₂₀％、₁₅％、₁₅％程度ずつとなるように投資していきます。

◆ポートフォリオについて
○当ファンド

各マザーファンドの受益証券を通じて、中国、インド、ブラジル、日本の株式に投資を行ないました。各マザーファン
ドの受益証券の組入比率については、以下の標準組入比率をめどに投資を行ないました。

・ダイワ新興国関連・日本株マザーファンド　　　　　　　……純資産総額の₅₀％
・ダイワ中国株マザーファンド　　　　　　　　　　　　　……純資産総額の₂₀％
・ダイワ・インド株マザーファンド　　　　　　　　　　　……純資産総額の₁₅％
・ダイワ・ブラジル株式マザーファンド　　　　　　　　　……純資産総額の₁₅％

○ダイワ新興国関連・日本株マザーファンド
株式組入比率（株式先物を含む。）は、米国経済の回復、日銀の追加緩和、ＧＰＩＦの国内株式運用比率引上げ決定な

どから堅調な相場展開が期待されたことから、期を通して₉₅～₉₉％台で推移させました。業種構成は、電気機器、化学、
機械などの比率を引上げる一方、輸送用機器、建設業、情報・通信業などの比率を引下げました。個別銘柄では、円安進
行の恩恵、業績見通しや株価指標などを考慮し、ミクシィ、竹内製作所、ソニーなどの組入比率を引上げました。一方、
トヨタ自動車、ソフトバンク、三井物産などの組入比率を引下げました。

○ダイワ中国株マザーファンド
中国経済の成長から恩恵を享受する銘柄の中より、高い利益成長が見込まれる企業を組入れました。セクターでは、景

気刺激策からの恩恵が期待された金融セクターを、財務体質が健全な大手銀行や不動産銘柄を中心に高位組入れとしまし
た。また、好業績が期待された情報技術セクターや、一帯一路構想（地上と海上の二つのシルクロード構想）からの恩恵
が期待された資本財セクターの組入比率も高位としました。個別銘柄では、国策である産業高度化を促進する技術力を持
つ銘柄、国有企業改革から恩恵を受けるような銘柄を組入れました。株式組入比率は、期を通じておおむね₉₀～₉₉％と高
位の水準で推移させました。

○ダイワ・インド株マザーファンド
高い利益成長が見込まれる銘柄に分散投資を行ないました。業種では、所得水準の向上や民間消費の拡大に伴い業績拡

大が見込まれた金融セクターを組入上位としました。個別銘柄では、自動車売上高の回復や円安による採算改善が見込ま
れた MARUTI SUZUKI INDIA LTD（一般消費財・サービス）や、欧米での受注拡大や対米ドルでのインド・ルピーの
下落による業績拡大が見込まれた INFOSYS LTD（情報技術）を組入上位としました。

○ダイワ・ブラジル株式マザーファンド
当期は、株式組入比率を₉₅～₉₈％程度とし、成長性、株価バリュエーション等の分析に基づき、ポートフォリオを構築

しました。個別銘柄では、ブラジル景気の短期的な見通しが悪化する中でも安定した成長が期待される JBS （生活必需
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品）や HYPERMARCAS（生活必需品）の組入比率を引上げました。また、売上げが米ドル建てでレアル安の恩恵が期
待できる KLABIN（素材）や EMBRAER（資本財・サービス）などを高位の組入れとしました。銀行では、利ざやの拡
大や営業費用の抑制により業績が拡大している一方でバリュエーションが魅力的な水準にとどまっている ITAU 
UNIBANCO（金融）や BANCO BRADESCO（金融）も高位の組入れを維持しました。

◆ベンチマークとの差異について
当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設けておりません。
以下のグラフは当ファンドの基準価額と参考指数との騰落率の対比です。

（％）
35. 0
30. 0
25. 0
20. 0
15. 0
10. 0
5. 0
0. 0

当　期
（2014. 6. 20～2015. 6. 22）

基準価額
ＴＯＰＩＸ
ＭＳＣＩ ＥＭ指数（配当込み、円換算）

◆分配金について
【収益分配金】

当期の ₁ 万口当り分配金（税込み）は₁, ₆₀₀円といたしました。
■分配原資の内訳（ 1 万口当り）

項 目
当 期

₂₀₁₄年 ₆ 月₂₁日
～₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日

当 期 分 配 金（ 税 込 み ）（円） ₁, ₆₀₀
対 基 準 価 額 比 率（％） ₁₀. ₈₉
当 期 の 収 益（円） ₁, ₆₀₀
当 期 の 収 益 以 外（円） ―

翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（円） ₃, ₀₉₅
（注 ₁ ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 ₂ ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 ₃ ） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。
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【決定根拠、留保益の今後の運用方針】
収益分配金の決定根拠は下記の「収益分配金の計算過程（ ₁ 万口当り）」をご参照ください。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■収益分配金の計算過程（ 1 万口当り）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₂₀₂. ₁₀円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 ₃, ₁₆₀. ₂₄
（ｃ）収 益 調 整 金 ₂₇. ₄₉
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₁, ₃₀₅. ₈₈
（ｅ）当期分配対象額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₄, ₆₉₅. ₇₂
（ｆ）分 配 金 ₁, ₆₀₀. ₀₀
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ ｅ － ｆ ） ₃, ₀₉₅. ₇₂
（注）下線を付した該当項目から分配金を計上しています。

《今後の運用方針》

○当ファンド
各マザーファンドの受益証券を通じて、中国、インド、ブラジル、日本の株式に投資を行ないました。各マザーファンド

の受益証券の組入比率については、以下の標準組入比率をめどに投資を行ないます。
・ダイワ新興国関連・日本株マザーファンド　　　　　　　……純資産総額の₅₀％
・ダイワ中国株マザーファンド　　　　　　　　　　　　　……純資産総額の₂₀％
・ダイワ・インド株マザーファンド　　　　　　　　　　　……純資産総額の₁₅％
・ダイワ・ブラジル株式マザーファンド　　　　　　　　　……純資産総額の₁₅％

○ダイワ新興国関連・日本株マザーファンド
国内株式市況は、国内外の金融緩和や円安進行、安倍政権の政策、国内企業の業績回復、株主還元強化期待、ＧＰＩＦや

日銀の買いによる良好な株式需給などが引続き株価の押し上げ要因になると考えており、株式組入比率は₉₀％程度以上の高
位を維持する方針です。銘柄の選別にあたっては、新興国の経済成長の恩恵を享受できる企業に着目して、財務基盤、企業
業績の変化率に加え、ＰＢＲ（株価純資産倍率）、ＰＥＲ（株価収益率）等のバリュエーション指標を重視し投資していく
方針です。

○ダイワ中国株マザーファンド
中国の経済成長から恩恵を享受することをめざし、事業拡大が期待される企業に注目してまいります。セクターでは、引

続き産業高度化への取り組みから業績拡大が期待される情報技術セクターや、追加金融緩和から恩恵を受ける金融セクター
に注目しているほか、国有企業改革から恩恵を受けるような銘柄なども選別していく方針です。

○ダイワ・インド株マザーファンド
企業の成長力に着目し、インド経済の長期的な成長の恩恵を享受する銘柄への投資を行なう方針です。業種では、インフ

レ率の低下を背景とした今後の利下げ見通しから業績拡大が予想される銀行を中心とした金融セクターに注目しています。
○ダイワ・ブラジル株式マザーファンド

経済情勢や業界動向等の分析と個別企業のファンダメンタルズ、成長性、株価バリュエーション等の分析の組合わせによ
り、ポートフォリオを構築します。外貨建資産の運用にあたっては、ダイワ・アセット・マネジメント（アメリカ）リミ
テッドに運用の指図にかかる権限を委託します。なお、ダイワ・アセット・マネジメント（アメリカ）リミテッドは、当該
外貨建資産の運用について、サンタンデール　アセット　マネジメント（ブラジル）の助言を受けます。
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■売買および取引の状況
親投資信託受益証券の設定・解約状況

（₂₀₁₄年 ₆ 月₂₁日から₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日まで）
設 定 解 約

口 数 金 額 口 数 金 額

ダイワ・ブラジル株式
マザーファンド

千口 千円 千口 千円

₁₃₈, ₄₀₁ ₇₈, ₀₀₀ ₆₈, ₅₁₉ ₄₂, ₀₀₀ 

ダイワ新興国関連・日本株
マザーファンド ₉, ₅₉₄ ₁₆, ₀₀₀ ₁₅₂, ₇₂₆ ₃₀₀, ₀₀₀ 

ダイワ・インド株
マザーファンド ₆, ₅₀₂ ₉, ₀₀₀ ₄₂, ₃₅₈ ₇₀, ₀₀₀ 

ダイワ中国株
マザーファンド ₈, ₄₂₃ ₉, ₀₀₀ ₁₁₃, ₆₀₉ ₁₆₁, ₀₀₀ 

（注）単位未満は切捨て。

■ 1 万口当りの費用の明細

項　　　目
当期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄. ₆. ₂₁～₂₀₁₅. ₆. ₂₂）
金　額 比　率

信託報酬  ₂₂₄円 ₁. ₇₃₇％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
　　　　　期中の平均基準価額は₁₂, ₉₁₈円です。

（投信会社）  （₁₀₈）  （₀. ₈₃₆） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価
（販売会社）  （₁₀₈）  （₀. ₈₃₆） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受託銀行）  （₈）  （₀. ₀₆₅） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ₈₄   ₀. ₆₄₇  売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数 
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株式）  （₈₃）  （₀. ₆₄₁） 
（先物）  （₀）  （₀. ₀₀₁） 
（投資信託受益証券）  （₁）  （₀. ₀₀₅） 

有価証券取引税  ₁₈   ₀. ₁₄₁  有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数 
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

（株式）  （₁₈）  （₀. ₁₄₁） 
（投資信託受益証券）  （₀）  （₀. ₀₀₀） 

その他費用  ₄₃   ₀. ₃₃₁  その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
（保管費用） （₂₀）  （₀. ₁₅₅） 保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管および資金の送金・資産の移転等に要する費用
（監査費用）  （₁）  （₀. ₀₀₅） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
（その他）  （₂₂）  （₀. ₁₇₁） 配当金にかかる手数料、インドのキャピタルゲイン課税等
合　　　　計  ₃₆₉   ₂. ₈₅₇  

（注 ₁ ） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した結果です。なお、売買委託
手数料、有価証券取引税およびその他費用は、このファンドが組入れているマザーファンドが支払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。 

（注 ₂ ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注 ₃ ）比率欄は ₁ 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して₁₀₀を乗じたものです。
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（7）期中の売買委託手数料総額に対する利害関係人への支
払比率

（₂₀₁₄年 ₆ 月₂₁日から₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日まで）
項 目 当 期

売 買 委 託 手 数 料 総 額（Ａ） ₁₁, ₂₁₈千円 

うち利害関係人への支払額（Ｂ） ₅₆₈千円 

（Ｂ）／（Ａ） ₅. ₁％ 
（注） 売買委託手数料総額は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支

払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。

※ 利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第₁₁条第 ₁ 項に規定される
利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害関係人とは、日の出証
券、大和証券です。

（5）ダイワ中国株マザーファンドにおける期中の利害関係
人との取引状況

当期中における利害関係人との取引はありません。

■組入資産明細表
親投資信託残高

種 類 期　　首 当 期 末
口　　数 口　　数 評 価 額

千口 千口 千円
ダイワ・ブラジル株式マザーファンド ₃₈₃, ₆₇₃  ₄₅₃, ₅₅₅  ₂₄₁, ₂₉₁ 

ダイワ新興国関連・日本株マザーファンド ₅₁₄, ₉₈₇  ₃₇₁, ₈₅₅  ₈₂₀, ₇₉₇ 

ダイワ・インド株マザーファンド ₁₇₄, ₇₂₈  ₁₃₈, ₈₇₂  ₂₄₄, ₃₀₃ 

ダイワ中国株マザーファンド ₂₉₉, ₂₇₈  ₁₉₄, ₀₉₂  ₃₀₈, ₁₆₀ 
（注）単位未満は切捨て。

（₃）ダイワ新興国関連・日本株マザーファンドにおける期
中の利害関係人との取引状況

（₂₀₁₄年 ₆ 月₂₁日から₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日まで）
決 算 期 当 期

区 分 買付額等
A

う ち 利 害
関係人との
取引状況 B

B/A 売付額等
C

う ち 利 害
関係人との
取引状況 D

D/C

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株 式 ₁, ₈₁₀ ₁₃₂ ₇. ₃ ₂, ₀₉₀ ₁₇₇ ₈. ₅ 

コール・ローン ₃, ₂₉₇ ― ― ― ― ― 
（注）平均保有割合₁₀₀. ₀％
※ 平均保有割合とは、マザーファンドの残存口数の合計に対する当該ベビーファン

ドのマザーファンド所有口数の割合。

（4）ダイワ・インド株マザーファンドにおける期中の利害
関係人との取引状況

当期中における利害関係人との取引はありません。

（6）利害関係人である金融商品取引業者が主幹事となって
発行される有価証券

（₂₀₁₄年 ₆ 月₂₁日から₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日まで）

種　　　　　類
当　　　　　期

ダイワ新興国関連・日本株マザーファンド
買　　付　　額

百万円

株　　　　　式 ₉
（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（₂₀₁₄年 ₆ 月₂₁日から₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日まで）

項 目 当 期
ダイワ・ブラジル株式マザーファンド

（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ₇, ₉₂₀, ₆₅₈千円 

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₆, ₀₈₄, ₇₇₅千円 

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ₁. ₃₀ 

ダイワ新興国関連・日本株マザーファンド

（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ₃, ₉₀₀, ₈₆₁千円 

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₈₄₅, ₉₁₈千円 

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ₄. ₆₁ 

ダイワ・インド株マザーファンド

（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ₅, ₀₄₂, ₈₃₄千円 

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₂, ₄₇₁, ₃₆₃千円 

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ₂. ₀₄ 

ダ イ ワ 中 国 株 マ ザ ー フ ァ ン ド

（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ₅, ₈₈₅, ₉₉₇千円 

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₁, ₁₆₅, ₇₈₇千円 

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ₅. ₀₄ 
（注 ₁ ）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■利害関係人との取引状況
（1）ベビーファンドにおける期中の利害関係人との取引状

況

当期中における利害関係人との取引はありません。

（2）ダイワ・ブラジル株式マザーファンドにおける期中の
利害関係人との取引状況

当期中における利害関係人との取引はありません。

8



ダイワ・エマージング＆ジャパン・ファンド

■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日現在

項 目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　 率

千円 ％
ダイワ・ブラジル株式マザーファンド ₂₄₁, ₂₉₁  ₁₃. ₀ 

ダイワ新興国関連・日本株マザーファンド ₈₂₀, ₇₉₇  ₄₄. ₃ 

ダイワ・インド株マザーファンド ₂₄₄, ₃₀₃  ₁₃. ₂ 

ダイワ中国株マザーファンド ₃₀₈, ₁₆₀  ₁₆. ₆ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₂₃₈, ₄₉₀  ₁₂. ₉ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₁, ₈₅₃, ₀₄₃  ₁₀₀. ₀ 
（注 ₁ ）評価額の単位未満は切捨て。
（注 ₂ ） 外貨建資産は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資

信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したもので
す。なお、 ₆ 月₂₂日における邦貨換算レートは、 ₁ アメリカ・ドル＝
₁₂₂. ₆₉円、 ₁ 香港ドル＝₁₅. ₈₃円、 ₁ インド・ルピー＝₁. ₉₅円、 ₁ ブラジ
ル・レアル＝₃₉. ₆₂円です。

（注 ₃ ） ダイワ・ブラジル株式マザーファンドにおいて、当期末における外貨建純
資産（₅, ₄₇₉, ₉₁₉千円）の投資信託財産総額（₅, ₅₇₃, ₉₉₃千円）に対する比
率は、₉₈. ₃% です。
ダイワ・インド株マザーファンドにおいて、当期末における外貨建純資産
（₃, ₆₅₀, ₇₇₃千円）の投資信託財産総額（₃, ₇₅₂, ₂₁₆千円）に対する比率は、
₉₇. ₃% です。
ダイワ中国株マザーファンドにおいて、当期末における外貨建純資産
（₁, ₀₃₆, ₀₃₄千円）の投資信託財産総額（₁, ₀₈₃, ₆₄₁千円）に対する比率は、
₉₅. ₆% です。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 1， 85₃， 04₃， 25₃円

コ ー ル   ・ ロ ー ン 等 ₂₃₈, ₄₉₀, ₂₆₃  
ダイワ・ブラジル株式マザーファンド（評価額） ₂₄₁, ₂₉₁, ₅₃₇  
ダイワ新興国関連・日本株マザーファンド（評価額） ₈₂₀, ₇₉₇, ₂₅₈  
ダイワ・インド株マザーファンド（評価額） ₂₄₄, ₃₀₃, ₇₅₉  
ダイワ中国株マザーファンド（評価額） ₃₀₈, ₁₆₀, ₄₃₆  

（Ｂ）負 債 215， 251， 067  
未 払 収 益 分 配 金 ₂₀₀, ₁₀₁, ₀₃₈  
未 払 信 託 報 酬 ₁₅, ₁₀₂, ₄₁₀  
そ の 他 未 払 費 用 ₄₇, ₆₁₉  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 1， 6₃7， 792， 186  
元 本 ₁, ₂₅₀, ₆₃₁, ₄₉₀  
次 期 繰 越 損 益 金 ₃₈₇, ₁₆₀, ₆₉₆  

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 1， 250， 6₃1， 490口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 1₃， 096円

＊ 期首における元本額は₁, ₄₂₆, ₁₈₃, ₄₆₉円、当期中における追加設定元本額は
₁₆, ₂₆₇, ₆₄₁円、同解約元本額は₁₉₁, ₈₁₉, ₆₂₀円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₁₃, ₀₉₆円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₆ 月₂₁日　至₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 19， 018円

受 取 利 息 ₁₉, ₀₁₈
（Ｂ）有価証券売買損益 450， 516， ₃25

売 買 益 ₅₁₁, ₇₂₂, ₀₁₈
売 買 損 △ ₆₁, ₂₀₅, ₆₉₃

（Ｃ）信 託 報 酬 等 △ ₃0， 029， 66₃
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 420， 505， 680
（Ｅ）前期繰越損益金 16₃， ₃17， 652
（Ｆ）追加信託差損益金 ₃， 4₃8， 402

（配 当 等 相 当 額）（ ₂, ₃₁₁, ₅₉₇）
（売 買 損 益 相 当 額）（ ₁, ₁₂₆, ₈₀₅）

（Ｇ）合 計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 587， 261， 7₃4
（Ｈ）収 益 分 配 金 △ 200， 101， 0₃8

次期繰越損益金（Ｇ＋Ｈ） ₃87， 160， 696
追 加 信 託 差 損 益 金 ₃, ₄₃₈, ₄₀₂

（配 当 等 相 当 額）（ ₂, ₃₁₁, ₅₉₇）
（売 買 損 益 相 当 額）（ ₁, ₁₂₆, ₈₀₅）
分 配 準 備 積 立 金 ₃₈₃, ₇₂₂, ₂₉₄

（注 ₁ ） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 ₃ ） 収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表を参照。
（注 ₄ ） 投資信託財産（親投資信託）の運用の指図に係る権限の全部または一部を

委託するために要する費用：₁, ₃₄₄, ₃₉₈円（未監査）

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₂₅, ₂₇₅, ₈₅₄円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 ₃₉₅, ₂₂₉, ₈₂₆
（ｃ）収 益 調 整 金 ₃, ₄₃₈, ₄₀₂
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₁₆₃, ₃₁₇, ₆₅₂
（ｅ）当 期 分 配 対 象 額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₅₈₇, ₂₆₁, ₇₃₄
（ｆ）分 配 金 ₂₀₀, ₁₀₁, ₀₃₈
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ｅ－ｆ） ₃₈₇, ₁₆₀, ₆₉₆
（ｈ）受 益 権 総 口 数 ₁, ₂₅₀, ₆₃₁, ₄₉₀口
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【本資料は、受益者のみなさまにファンドの運用状況をお知らせするためのものであり、投資の勧誘を目的としたものではありません。】

分配金の課税上の取扱いについて
・分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または個別元本を上回る場合には、分配金の全額が普通分配金となります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）、残りの額が普通分配金です。
・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）

を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。
・普通分配金については、20. ₃₁₅％（所得税₁₅％、復興特別所得税₀. ₃₁₅％および地方税 ₅ ％）の税率による源泉徴収が行なわれ、申

告不要制度が適用されます。なお、確定申告を行ない、申告分離課税または総合課税（配当控除の適用があります。）を選択するこ
ともできます。

・法人の受益者の場合、税率が異なります。
・税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。くわしくは、販売会社にお問い合わせください。
・課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

収 益 分 配 金 の お 知 ら せ
1 万 口 当 り 分 配 金  1， 600円

●〈分配金再投資コース〉をご利用の方の税引き分配金は、 ₆ 月₂₂日現在の基準価額（ ₁ 万口当り₁₃, ₀₉₆円）に基づいて自動的に再投資
いたしました。

　当ファンドは少額投資非課税制度「ＮＩＳＡ（ニーサ）」の適用対象です。非課税口座における取扱いについては販売会社にお問い
合わせください。

《お知らせ》
●運用報告書（全体版）の電子交付について

　2014年12月 1 日施行の法改正により、運用報告書は「交付運用報告書」と「運用報告書（全体版）」（本書）の 2 種類になりま
したが、「運用報告書（全体版）」については、交付に代えて電子交付する旨を信託約款に定めました。

●書面決議手続きの改正について
　重大な約款変更や繰上償還の際に行なう書面決議について、2014年12月 1 日施行の法改正により以下の点が変更されたことに
伴い、信託約款の該当箇所の変更を行ないました。
・ 書面決議の可決要件が、「受益者の半数以上の賛成かつ受益者の保有する議決権の ₃ 分の 2 以上の賛成を得ること」から「受益

者の保有する議決権の ₃ 分の 2 以上の賛成を得ること」に変更されました。
・ 投資信託の併合を行なう際、すべての場合で書面決議が必要とされてきましたが、その併合が受益者の利益に及ぼす影響が軽

微なものであるときは、当該併合に関する書面決議が不要となりました。
・ 書面決議に反対した受益者による受益権買取請求の規定について、一部解約請求に応じる投資信託（当ファンドは該当します。）

には適用されなくなりました。
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＜補足情報＞
　当ファンド（ダイワ・エマージング＆ジャパン・ファンド）が投資対象としている「ダイワ中国株マザーファンド」
の決算日（₂₀₁₅年 ₄ 月₁₇日）と、当ファンドの決算日が異なっておりますので、当ファンドの決算日（₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日）
現在におけるダイワ中国株マザーファンドの組入資産の内容等を₁₁～₁₂ページに併せて掲載いたしました。

■ダイワ中国株マザーファンドの主要な売買銘柄
株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₆ 月₂₁日から₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日まで）
買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付

銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価
千株 千円 円 千株 千円 円

CHINA MOBILE LTD（香港）  ₁₂₃. ₅ ₁₆₇, ₄₁₃ ₁, ₃₅₅  CHINA MOBILE LTD（香港）  ₁₁₇. ₅ ₁₆₉, ₃₀₈ ₁, ₄₄₀ 
TENCENT HOLDINGS LTD（ケイマン諸島）  ₅₁. ₃ ₉₄, ₈₄₄ ₁, ₈₄₈  TENCENT HOLDINGS LTD（ケイマン諸島）  ₈₂. ₈ ₁₆₁, ₈₉₃ ₁, ₉₅₅ 
CHINA PETROLEUM & CHEMICAL-H（中国）  ₇₄₀ ₇₂, ₉₁₃ ₉₈  CHINA UNICOM HONG KONG LTD（香港）  ₇₅₆ ₁₄₅, ₅₈₈ ₁₉₂ 
PETROCHINA CO LTD-H（中国）  ₅₁₂ ₇₁, ₃₅₁ ₁₃₉  PETROCHINA CO LTD-H（中国）  ₉₆₂ ₁₃₃, ₁₄₀ ₁₃₈ 
CHINA SHENHUA ENERGY CO-H（中国）  ₂₂₀ ₆₈, ₅₉₃ ₃₁₁  CHINA CONSTRUCTION BANK-H（中国）  ₁, ₄₂₇ ₁₁₈, ₄₉₃ ₈₃ 
CHINA UNICOM HONG KONG LTD（香港）  ₃₈₂ ₆₆, ₇₈₁ ₁₇₄  CHINA PETROLEUM & CHEMICAL-H（中国）  ₁, ₀₂₁ ₁₀₀, ₆₂₃ ₉₈ 
CHINA MINSHENG BANKING-H（中国）  ₄₈₃. ₅ ₆₁, ₄₇₇ ₁₂₇  PING AN INSURANCE GROUP CO-H（中国）  ₅₃. ₅ ₆₅, ₇₉₆ ₁, ₂₂₉ 
CHINA OVERSEAS LAND & INVEST（香港）  ₁₆₂ ₅₈, ₃₆₆ ₃₆₀  CHINA OVERSEAS LAND & INVEST（香港）  ₁₇₅ ₆₂, ₆₂₈ ₃₅₇ 
ZOOMLION HEAVY INDUSTRY - H（中国）  ₆₃₄ ₄₉, ₇₂₉ ₇₈  ZOOMLION HEAVY INDUSTRY - H（中国）  ₆₃₄ ₅₇, ₆₃₇ ₉₀ 
SKYWORTH DIGITAL HLDGS LTD（香港）  ₄₆₀ ₄₉, ₆₁₃  ₁₀₇  CHINA SHENHUA ENERGY CO-H（中国）  ₁₈₀  ₅₅, ₂₅₇  ₃₀₆ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切捨て。

■組入資産明細表
　下記は、2015年 6 月22日現在におけるダイワ中国株マザーファンド（659， 84₃千口）の内容です。

（1）外 国 株 式

銘　　　　　　柄
₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日現在

業 種 等株　　数 評 価 額
外 貨 建 金 額 邦 貨 換 算 金 額

百株 千アメリカ・ドル 千円
（アメリカ）

YY INC-ADR ₁₂ ₈₈ ₁₀, ₉₀₅  情報技術
ALIBABA GROUP HOLDING-SP ADR ₁₁ ₉₄ ₁₁, ₅₇₁  情報技術
QIHOO ₃₆₀ TECHNOLOGY CO-ADR ₁₄  ₉₇  ₁₁, ₉₄₄  情報技術
JUMEI INTERNATIONAL-ADR ₄₀ ₈₇ ₁₀, ₇₉₁  一般消費財・サービス

アメリカ・ドル通貨計
株 数、 金 額 ₇₇ ₃₆₈ ₄₅, ₂₁₂ 
銘 柄 数 ＜ 比 率 ＞ ₄ 銘柄 ＜₄. ₃％＞ 

百株 千香港ドル 千円
（香港）

CHINA RAILWAY CONSTRUCTION-H ₇₇₀ ₉₂₅ ₁₄, ₆₅₁ 資本財・サービス
CHINA RAILWAY GROUP LTD-H ₉₇₀ ₈₂₄ ₁₃, ₀₅₁ 資本財・サービス
CHINA EVERBRIGHT LTD ₆₂₀ ₁, ₆₃₉ ₂₅, ₉₅₉ 金融
PAX GLOBAL TECHNOLOGY LTD ₆₀₀ ₇₁₀ ₁₁, ₂₄₅ 情報技術
CHINA PETROLEUM & CHEMICAL-H ₂, ₂₀₀ ₁, ₄₄₃ ₂₂, ₈₄₅ エネルギー
GOME ELECTRICAL APPLIANCES ₃, ₂₀₀ ₅₈₈ ₉, ₃₂₀ 一般消費財・サービス
TENCENT HOLDINGS LTD ₅₁₀ ₇, ₈₆₄ ₁₂₄, ₄₉₀ 情報技術
CHINA TELECOM CORP LTD-H ₁, ₆₀₀ ₇₃₄ ₁₁, ₆₂₅ 電気通信サービス
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銘　　　　　　柄
₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日現在

業 種 等株　　数 評 価 額
外 貨 建 金 額 邦 貨 換 算 金 額

百株 千香港ドル 千円
SKYWORTH DIGITAL HLDGS LTD ₃, ₇₀₀ ₂, ₇₆₃ ₄₃, ₇₅₂ 一般消費財・サービス
CNOOC LTD ₅₈₀ ₆₃₉ ₁₀, ₁₁₇ エネルギー
CHINA CONSTRUCTION BANK-H ₂, ₀₀₀ ₁, ₅₀₈ ₂₃, ₈₇₁ 金融
CHINA MOBILE LTD ₁₃₀ ₁, ₂₉₄ ₂₀, ₄₈₆ 電気通信サービス
CANVEST ENVIRONMENTAL PROTEC ₁, ₈₀₀ ₇₁₂ ₁₁, ₂₈₃ 公益事業
TK GROUP HOLDINGS LTD ₁, ₆₀₀ ₄₃₈ ₆, ₉₃₉ 資本財・サービス
CHINA SHENHUA ENERGY CO-H ₄₀₀ ₇₁₆ ₁₁, ₃₃₄ エネルギー
CHINA RESOURCES LAND LTD ₁, ₂₆₀ ₃, ₁₁₂ ₄₉, ₂₆₆ 金融
PEOPLE＇S INSURANCE CO GROU-H ₅, ₉₄₀ ₂, ₈₂₁ ₄₄, ₆₆₄ 金融
HUA HONG SEMICONDUCTOR LTD ₁, ₀₀₀ ₁, ₁₁₂ ₁₇, ₆₀₂ 情報技術
IND & COMM BK OF CHINA-H ₁₀, ₀₀₀ ₆, ₃₄₀ ₁₀₀, ₃₆₂ 金融
BEIJING URBAN CONSTRUCTION-H ₂, ₀₀₀ ₁, ₃₂₄ ₂₀, ₉₅₈ 資本財・サービス
CHINA OVERSEAS LAND & INVEST ₅₀₀ ₁, ₃₇₂ ₂₁, ₇₂₆ 金融
CHINA COMMUNICATIONS CONST-H ₅₀₀ ₅₈₇ ₉, ₂₉₂ 資本財・サービス
KWG PROPERTY HOLDING LTD ₁, ₂₂₀ ₈₀₅ ₁₂, ₇₄₆ 金融
CHINA MACHINERY ENGINEERIN-H ₆₈₀ ₆₁₁ ₉, ₆₇₇ 資本財・サービス
PING AN INSURANCE GROUP CO-H ₄₂₅ ₄, ₅₇₇ ₇₂, ₄₅₇ 金融
CHINA MINSHENG BANKING-H ₁, ₅₀₀ ₁, ₅₁₂ ₂₃, ₉₃₄ 金融
SINOPEC SHANGHAI PETROCHEM-H ₂, ₃₀₀ ₉₅₆ ₁₅, ₁₄₆ 素材
AVICHINA INDUSTRY & TECH-H ₂, ₄₈₀ ₂, ₀₃₈ ₃₂, ₂₇₀ 資本財・サービス
CHINA POWER INTERNATIONAL ₂, ₁₆₀ ₁, ₁₉₄ ₁₈, ₉₀₈ 公益事業
CHINA STATE CONSTRUCTION INT ₉₈₀ ₁, ₂₉₅ ₂₀, ₅₀₈ 資本財・サービス
SINO-OCEAN LAND HOLDINGS ₁, ₃₀₀ ₆₉₂ ₁₀, ₉₆₈ 金融
BANK OF CHINA LTD-H ₁₁, ₈₆₀ ₆, ₀₉₆ ₉₆, ₅₀₀ 金融
INTIME RETAIL GROUP CO LTD ₅₀₀ ₅₅₉ ₈, ₈₄₈ 一般消費財・サービス

香 港 ド ル 通 貨 計
株 数、 金 額 ₆₇, ₂₈₅ ₅₉, ₈₁₁ ₉₄₆, ₈₁₈ 
銘 柄 数 ＜ 比 率 ＞ ₃₃ 銘柄 ＜₉₀. ₄％＞ 

フ ァ ン ド 合 計
株 数、 金 額 ₆₇, ₃₆₂ ― ₉₉₂, ₀₃₁ 
銘 柄 数 ＜ 比 率 ＞ ₃₇ 銘柄 ＜₉₄. ₇％＞ 

（注 ₁ ） 邦貨換算金額は、₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日現在の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したもので
す。

（注 ₂ ）＜　＞は純資産総額に対する評価額の比率。
（注 ₃ ）評価額の単位未満は切捨て。

（2） 外国投資信託受益証券

銘　　　　柄

₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日現在

口　数
評 価 額

外貨建
金　額

邦　　貨
換算金額

千口 千香港ドル 千円
（香港）
ISHARES FTSE A₅₀ CHINA INDEX ₉₀  ₁, ₃₀₁  ₂₀, ₆₀₁ 

合　　計 口 数、 金 額 ₉₀  ₁, ₃₀₁  ₂₀, ₆₀₁ 
銘柄数＜比率＞ ₁ 銘柄   ＜₂. ₀％＞ 

（注 ₁ ） 邦貨換算金額は、₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日現在の時価を対顧客直物電信売買相場
の仲値をもとに投資信託協会が定める計算方法により算出されるレート
で邦貨換算したものです。

（注 ₂ ）＜　＞は純資産総額に対する評価額の比率。
（注 ₃ ）評価額の単位未満は切捨て。
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ダイワ・インド株マザーファンド

＜補足情報＞
　当ファンド（ダイワ・エマージング＆ジャパン・ファンド）が投資対象としている「ダイワ・インド株マザーファンド」
の決算日（₂₀₁₄年₁₂月 ₈ 日）と、当ファンドの決算日が異なっておりますので、当ファンドの決算日（₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日）
現在におけるダイワ・インド株マザーファンドの組入資産の内容等を₁₃～₁₄ページに併せて掲載いたしました。

■ダイワ・インド株マザーファンドの主要な売買銘柄
株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₆ 月₂₁日から₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日まで）
買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付

銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価
千株 千円 円 千株 千円 円

MARUTI SUZUKI INDIA LTD（インド）  ₄₅  ₃₀₃, ₈₁₂  ₆, ₇₅₁  CAIRN INDIA LTD（インド）  ₄₀₀  ₁₉₀, ₅₄₆  ₄₇₆ 
BHARTI AIRTEL LTD（インド）  ₁₉₅  ₁₅₁, ₅₈₆  ₇₇₇  TATA STEEL LTD（インド）  ₁₄₅  ₁₀₄, ₀₈₉  ₇₁₇ 
CAIRN INDIA LTD（インド）  ₃₀₀  ₁₅₀, ₃₆₄  ₅₀₁  LARSEN & TOUBRO LTD（インド）  ₃₄  ₈₇, ₆₀₅  ₂, ₅₇₆ 
IDEA CELLULAR LTD（インド）  ₄₃₀  ₁₄₃, ₅₈₆  ₃₃₃  AMTEK AUTO LTD（インド）  ₂₀₉. ₉₁₄  ₈₀, ₃₁₅  ₃₈₂ 
MOTHERSON SUMI SYSTEMS LTD（インド）  ₁₉₀  ₁₃₉, ₆₀₅  ₇₃₄  POWER GRID CORP OF INDIA LTD（インド）  ₃₂₀  ₇₈, ₂₈₇  ₂₄₄ 
TATA STEEL LTD（インド）  ₁₇₀  ₁₂₉, ₈₈₉  ₇₆₄  ICICI BANK LTD（インド）  ₇₂  ₇₇, ₂₀₁  ₁, ₀₇₂ 
ASIAN PAINTS LTD（インド）  ₇₇  ₁₁₆, ₄₀₉  ₁, ₅₁₁  ITC LTD（インド）  ₁₂₅  ₇₅, ₃₂₆  ₆₀₂ 
SUN PHARMACEUTICAL INDUS（インド）  ₆₄  ₁₀₆, ₅₂₇  ₁, ₆₆₄  TECH MAHINDRA LTD（インド）  ₁₄  ₇₁, ₂₅₀  ₅, ₀₈₉ 
VEDANTA LTD（インド）  ₂₇₀  ₉₆, ₀₀₅  ₃₅₅  HOUSING DEVELOPMENT FINANCE（インド）  ₂₈  ₆₄, ₇₃₅  ₂, ₃₁₁ 
CESC LTD（インド）  ₈₀  ₉₄, ₄₆₅  ₁, ₁₈₀  HINDUSTAN ZINC LTD（インド）  ₂₀₀  ₅₉, ₆₇₂  ₂₉₈ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切捨て。

■組入資産明細表
　下記は、2015年 6 月22日現在におけるダイワ・インド株マザーファンド（2， 082， 269千口）の内容です。

（1）外 国 株 式

銘　　　　　　柄
₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日現在

業 種 等株　　数 評 価 額
外 貨 建 金 額 邦 貨 換 算 金 額

百株 千インド・ルピー 千円
（インド）

TATA STEEL LTD ₄₀₀ ₁₂, ₁₉₈ ₂₃, ₇₈₆ 素材
AXIS BANK LTD ₂₅₀ ₁₃, ₇₈₈ ₂₆, ₈₈₈ 金融
MARUTI SUZUKI INDIA LTD ₄₅₀ ₁₇₇, ₁₈₀ ₃₄₅, ₅₀₂ 一般消費財・サービス
OBEROI REALTY LTD ₈₀₅. ₀₆ ₂₄, ₀₃₅ ₄₆, ₈₆₈ 金融
BANK OF BARODA ₇₅₆. ₄ ₁₀, ₇₄₈ ₂₀, ₉₅₉ 金融
ASIAN PAINTS LTD ₄₄₀ ₃₂, ₅₆₀ ₆₃, ₄₉₂ 素材
HINDUSTAN UNILEVER LTD ₃₀₀ ₂₅, ₇₃₁ ₅₀, ₁₇₅ 生活必需品
HINDUSTAN PETROLEUM CORP ₄₅₀ ₃₂, ₉₈₇ ₆₄, ₃₂₅ エネルギー
STATE BANK OF INDIA ₁, ₁₀₀ ₂₈, ₆₁₆ ₅₅, ₈₀₂ 金融
VOLTAS LTD ₈₀₀ ₂₆, ₉₉₂ ₅₂, ₆₃₄ 資本財・サービス
CESC LTD ₈₀₀ ₄₃, ₉₆₈ ₈₅, ₇₃₇ 公益事業
BHARAT PETROLEUM CORP LTD ₂₅₀ ₂₀, ₈₉₁ ₄₀, ₇₃₇ エネルギー
IDEA CELLULAR LTD ₄, ₃₀₀ ₇₅, ₄₆₅ ₁₄₇, ₁₅₆ 電気通信サービス
EXIDE INDUSTRIES LTD ₁, ₀₀₀ ₁₄, ₆₈₅ ₂₈, ₆₃₅ 一般消費財・サービス
MARICO LTD ₃₀₀. ₁₈ ₁₃, ₁₈₂ ₂₅, ₇₀₅ 生活必需品
ADANI PORTS AND SPECIAL ECON ₆₃₂. ₄₆ ₁₉, ₂₆₄ ₃₇, ₅₆₆ 資本財・サービス
UNION BANK OF INDIA ₂, ₁₀₀ ₃₀, ₀₉₃ ₅₈, ₆₈₁ 金融
ULTRATECH CEMENT LTD ₈₀ ₂₂, ₄₂₂ ₄₃, ₇₂₂ 素材
KOTAK MAHINDRA BANK LTD ₁₀₀ ₁₃, ₂₈₁ ₂₅, ₈₉₈ 金融
ALLAHABAD BANK ₁, ₂₀₀ ₁₀, ₉₆₂ ₂₁, ₃₇₅ 金融
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ダイワ・インド株マザーファンド

銘　　　　　　柄
₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日現在

業 種 等株　　数 評 価 額
外 貨 建 金 額 邦 貨 換 算 金 額

百株 千インド・ルピー 千円
ALSTOM T&D INDIA LTD ₂₆₇. ₃ ₁₄, ₁₈₈ ₂₇, ₆₆₇ 資本財・サービス
AUROBINDO PHARMA LTD ₁₉₅ ₂₆, ₅₃₅ ₅₁, ₇₄₄ ヘルスケア
DIVI＇S LABORATORIES LTD ₇₉. ₆₃ ₁₄, ₅₄₁ ₂₈, ₃₅₅ ヘルスケア
MAX INDIA LTD ₄₅₀ ₂₁, ₈₀₄ ₄₂, ₅₁₉ 金融
MOTHERSON SUMI SYSTEMS LTD ₂, ₃₈₅ ₁₁₇, ₇₉₅ ₂₂₉, ₇₀₀ 一般消費財・サービス
SHRIRAM TRANSPORT FINANCE ₁₈₀ ₁₅, ₉₃₁ ₃₁, ₀₆₇ 金融
TECH MAHINDRA LTD ₂₈₀ ₁₅, ₂₃₆ ₂₉, ₇₁₀ 情報技術
YES BANK LTD ₁₉₀ ₁₅, ₇₆₈ ₃₀, ₇₄₇ 金融
DEWAN HOUSING FINANCE CORP ₃₄₀ ₁₄, ₅₀₉ ₂₈, ₂₉₃ 金融
EMAMI LTD ₁₆₆ ₁₇, ₄₅₁ ₃₄, ₀₃₀ 生活必需品
TORRENT PHARMACEUTICALS LTD ₂₉₀ ₃₈, ₇₀₄ ₇₅, ₄₇₄ ヘルスケア
ADANI ENTERPRISES LTD ₂₀₀ ₁, ₉₃₈ ₃, ₇₇₉ 資本財・サービス
ADANI POWER LTD ₃₇₁. ₉₂ ₁, ₀₂₂ ₁, ₉₉₄ 公益事業
SADBHAV ENGINEERING LTD ₅₈₅. ₅₆ ₁₆, ₀₅₀ ₃₁, ₂₉₇ 資本財・サービス
TOURISM FINANCE CORP INDIA ₁, ₉₉₃. ₇₉ ₁₂, ₀₁₂ ₂₃, ₄₂₄ 金融
BAJAJ CORP LTD ₃₅₀ ₁₄, ₇₉₈ ₂₈, ₈₅₆ 生活必需品
BHARTI INFRATEL LTD ₃₅₀ ₁₆, ₃₁₁ ₃₁, ₈₀₇ 電気通信サービス
ARVIND LTD ₅₀₀ ₁₂, ₁₅₅ ₂₃, ₇₀₂ 一般消費財・サービス
EROS INTERNATIONAL MEDIA LTD ₆₄₁. ₁ ₃₂, ₉₈₄ ₆₄, ₃₁₉ 一般消費財・サービス
MINDTREE LTD ₁₈₀ ₂₃, ₆₆₉ ₄₆, ₁₅₄ 情報技術
GUJARAT PIPAVAV PORT LTD ₁, ₈₁₀. ₀₂ ₄₀, ₀₈₂ ₇₈, ₁₆₁ 資本財・サービス
PI INDUSTRIES LTD ₄₈₄. ₀₂ ₃₁, ₂₃₆ ₆₀, ₉₁₀ 素材
VA TECH WABAG LTD ₂₅₀. ₉₆ ₁₇, ₃₉₂ ₃₃, ₉₁₅ 公益事業
KNR CONSTRUCTIONS LTD ₄₄₂. ₇₂ ₂₃, ₅₉₉ ₄₆, ₀₁₈ 資本財・サービス
HINDALCO INDUSTRIES LTD ₂, ₀₀₀ ₂₄, ₁₆₀ ₄₇, ₁₁₂ 素材
TATA CONSULTANCY SVCS LTD ₂₄₅ ₆₂, ₄₆₃ ₁₂₁, ₈₀₄ 情報技術
INFOSYS LTD ₁, ₁₄₀ ₁₁₃, ₄₆₉ ₂₂₁, ₂₆₆ 情報技術
HOUSING DEVELOPMENT FINANCE ₆₀₀ ₇₄, ₂₁₁ ₁₄₄, ₇₁₁ 金融
RELIANCE CAPITAL LTD ₉₅₀ ₃₃, ₅₄₄ ₆₅, ₄₁₁ 金融
RELIANCE INDUSTRIES LTD ₅₅₀ ₅₄, ₈₁₅ ₁₀₆, ₈₉₀ エネルギー
OIL & NATURAL GAS CORP LTD ₃₅₀ ₁₁, ₁₇₀ ₂₁, ₇₈₁ エネルギー
BHARTI AIRTEL LTD ₁, ₉₅₀ ₈₄, ₆₃₀ ₁₆₅, ₀₂₈ 電気通信サービス
SUN PHARMACEUTICAL INDUS ₅₈₀ ₄₉, ₀₆₅ ₉₅, ₆₇₆ ヘルスケア
HCL TECHNOLOGIES LTD ₃₆₀ ₃₃, ₀₅₅ ₆₄, ₄₅₇ 情報技術
VEDANTA LTD ₂, ₅₀₀ ₄₃, ₇₁₂ ₈₅, ₂₃₉ 素材

フ ァ ン ド 合 計
株 数、 金 額 ₄₀, ₇₂₂. ₁₂ ₁, ₇₈₉, ₀₇₀ ₃, ₄₈₈, ₆₈₈ 
銘柄数 ＜比率＞ ₅₅ 銘柄 ＜₉₅. ₂％＞ 

（注 ₁ ） 邦貨換算金額は、₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日現在の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したもので
す。

（注 ₂ ）＜　＞は純資産総額に対する評価額の比率。
（注 ₃ ）評価額の単位未満は切捨て。

（2）先物取引の銘柄別残高（評価額）

銘　　　柄　　　別 ₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日現在
買　建　額 売　建　額

外
国

百万円 百万円 
SGX CNX NIFTY ETS（シンガポール） ₈₀  ― 

（注 ₁ ） 外貨建の評価額は、₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日現在の時価を対顧客直物電信売買相場
の仲値をもとに投資信託協会が定める計算方法により算出されるレートで
邦貨換算したものです。

（注 ₂ ）単位未満は切捨て。
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ダイワ新興国関連・日本株マザーファンド

運用報告書　第 6 期　（決算日　2015年 6 月22日）

（計算期間　₂₀₁₄年 ₆ 月₂₁日～₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日）

ダイワ新興国関連・日本株マザーファンドの第 ₆ 期にかかる運用状況をご報告申し上げます。

★当ファンドの仕組みは次の通りです。

運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。
主要投資対象 わが国の金融商品取引所上場株式（上場予定を含みます。以下同じ。）

運 用 方 法

①主として、わが国の金融商品取引所上場株式の中から、新興国における一大需要に応えることに
より、新興国の経済成長の恩恵を享受できると見込まれるわが国の企業の株式に投資し、信託財産
の成長をめざして運用を行ないます。
②投資対象銘柄の選定にあたっては、以下の企業に着目します。
　イ．新興国において今後拡大が見込まれる製品、サービス等を供給しているわが国の企業
　ロ ．新興国において事業展開をする国内外の企業に対し、製品等の供給や、運輸、情報システム

構築等のサービス事業を行なっているわが国の企業
③財務内容、業績動向、株価バリュエーション等を評価し、組入銘柄を選定します。
④ポートフォリオの構築にあたっては業種分散、流動性等を勘案します。
⑤株式の組入比率は、通常の状態で信託財産の純資産総額の90％程度以上とすることを基本としま
す。

株式組入制限 無制限

東京都千代田区丸の内一丁目 9 番 1 号
h t t p : / / w w w . d a i w a－a m . c o . j p /
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■当期中の基準価額と市況の推移 《運用経過》
◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₁₅, ₈₀₂円　期末：₂₂, ₀₇₃円　騰落率：₃₉. ₇％
【基準価額の主な変動要因】

国内株式市況は、₂₀₁₄年₁₀月に一時大きく調整したものの、その後
日銀の追加緩和などもあり急速に反転上昇したことにより、基準価額
は値上がりしました。

◆投資環境について
○国内株式市況

国内株式市況は、期首より、内外景気の回復や法人税率の引下
げ、コーポレートガバナンス（企業統治）改革の進展、円安の進行
などを背景に上昇しました。₂₀₁₄年 ₉ 月下旬からは、世界経済の先
行き不透明感やエボラ出血熱の感染拡大への懸念、 ₂ 大臣辞任によ
る国内政治不安などにより、株価は下落しました。₁₀月下旬以降
は、日銀による予想外の追加金融緩和やＧＰＩＦ（年金積立金管理
運用独立行政法人）の国内株式運用比率引上げ決定、円安の大幅な
進行などを受けて、株価は急速に上昇しました。₁₂月からは、原油
価格急落によるロシア経済への悪影響やギリシャ情勢の混迷による
ユーロ安などが不安視され、株価は下落する局面もありました。
₂₀₁₅年 ₁ 月半ば以降は、ＥＣＢ（欧州中央銀行）による量的金融緩
和の決定や国内景気の持ち直し、春闘でのベア高め妥結、良好な株
式需給関係、さらなる円安の進行などを受けて、株価は大きく上昇
しました。

◆前期における「今後の運用方針」
・株式組入比率

₉₀％程度以上の組入比率を維持していく方針です。
・ポートフォリオ
（₁）業種構成

基本的には企業の競争力や業績動向、株価バリュエーショ
ンなどの観点から個別銘柄重視のポートフォリオを継続する
方針です。

（₂）個別銘柄
新興国経済は、中国を中心に短期的には減速リスクを抱え

つつも、中長期的には内需拡大をエンジンに持続成長トレン
ドにあると考えています。経済成長による国民所得の増加
は、新興国の人々の生活水準の上昇をもたらしています。こ
れまで先進国をターゲットとしていた製品やサービスが新興
国市場でも受け入れられることで、品質や「おもてなし」の
発想で優位性を持つ日本企業にとって大きなビジネスチャン
スの到来が予想されます。また、新興国では交通網や電力な
どのインフラの整備が、依然として経済の成長スピードに比
べて遅れています。この分野では、安倍政権の成長戦略にお
いてもインフラ輸出が掲げられていることから今後の受注加
速が期待できます。さらに、急速な経済成長による環境問題
の存在は、喫緊の課題として取り組まなければなりません。
高度経済成長期に日本がインフラの整備や環境問題への取り
組みで培った技術は、現在の新興国に対して十分役立てるこ
とができると考えられ、関連企業の活躍が期待されます。こ
のような投資視点の下、より恩恵を受けると判断される日本
企業の中から消費・サービス関連、インフラ投資関連、環境
技術関連などを切り口に、株価バリュエーション、業績動向
などを考慮しつつ選別投資を行なっていく方針です。

◆ポートフォリオについて
株式組入比率（株式先物を含む。）は、米国経済の回復、日銀の追

加緩和、ＧＰＩＦの国内株式運用比率引上げ決定などから堅調な相場
展開が期待されたことから、期を通して₉₅～₉₉％台で推移させまし
た。

年　 月　 日
基 準 価 額 Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 株 式

組 入
比 率

株 式
先 物
比 率騰 落 率（参考指数）騰 落 率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年 ₆ 月₂₀日 ₁₅, ₈₀₂ ― ₁, ₂₆₈. ₉₂ ― ₉₈. ₇ ―

₆ 月末 ₁₅, ₇₄₇ △ ₀. ₃ ₁, ₂₆₂. ₅₆ △ ₀. ₅ ₉₉. ₆ ―
₇ 月末 ₁₆, ₈₅₂ ₆. ₆ ₁, ₂₈₉. ₄₂ ₁. ₆ ₉₇. ₇ ―
₈ 月末 ₁₇, ₂₆₁ ₉. ₂ ₁, ₂₇₇. ₉₇ ₀. ₇ ₉₈. ₈ ―
₉ 月末 ₁₇, ₈₅₈ ₁₃. ₀ ₁, ₃₂₆. ₂₉ ₄. ₅ ₉₅. ₃ ―
₁₀月末 ₁₇, ₇₁₂ ₁₂. ₁ ₁, ₃₃₃. ₆₄ ₅. ₁ ₉₈. ₂ ―
₁₁月末 ₁₈, ₈₁₃ ₁₉. ₁ ₁, ₄₁₀. ₃₄ ₁₁. ₁ ₉₉. ₁ ―
₁₂月末 ₁₈, ₇₅₅ ₁₈. ₇ ₁, ₄₀₇. ₅₁ ₁₀. ₉ ₉₉. ₃ ―

₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₁₈, ₅₉₀ ₁₇. ₆ ₁, ₄₁₅. ₀₇ ₁₁. ₅ ₉₈. ₉ ―
₂ 月末 ₁₉, ₁₁₉ ₂₁. ₀ ₁, ₅₂₃. ₈₅ ₂₀. ₁ ₉₇. ₇ ―
₃ 月末 ₁₉, ₆₇₀ ₂₄. ₅ ₁, ₅₄₃. ₁₁ ₂₁. ₆ ₉₇. ₁ ―
₄ 月末 ₂₀, ₀₃₅ ₂₆. ₈ ₁, ₅₉₂. ₇₉ ₂₅. ₅ ₉₇. ₅ ―
₅ 月末 ₂₁, ₃₈₈ ₃₅. ₃ ₁, ₆₇₃. ₆₅ ₃₁. ₉ ₉₆. ₄ ―

（期末）₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日 ₂₂, ₀₇₃ ₃₉. ₇ ₁, ₆₄₈. ₆₁ ₂₉. ₉ ₉₇. ₆ ―
（注 ₁ ）騰落率は期首比。
（注 ₂ ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

24, 000

22, 000

20, 000

18, 000

16, 000

14, 000

（円）

期　首
（2014. 6. 20）

期　末
（2015. 6. 22）

基準価額
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業種構成は、電気機器、化学、機械などの比率を引上げる一方、輸
送用機器、建設業、情報・通信業などの比率を引下げました。

個別銘柄では、円安進行の恩恵、業績見通しや株価指標などを考慮
し、ミクシィ、竹内製作所、ソニーなどの組入比率を引上げました。
一方、トヨタ自動車、ソフトバンク、三井物産などの組入比率を引下
げました。

《今後の運用方針》
　国内株式市況は、国内外の金融緩和や円安進行、安倍政権の政策、国
内企業の業績回復、株主還元強化期待、ＧＰＩＦや日銀による買いなど
良好な株式需給などが引続き株価の押し上げ要因になると考えており、
株式組入比率は₉₀％程度以上の高位を維持する方針です。銘柄の選別に
あたっては、新興国の経済成長の恩恵を享受できる企業に着目して、財
務基盤、企業業績の変化率に加え、ＰＢＲ（株価純資産倍率）、ＰＥＲ
（株価収益率）等のバリュエーション指標を重視し投資していく方針で
す。

■ 1 万口当りの費用の明細
項 目 当　　　期

売買委託手数料 105円
（株式） （ ₁₀₅）

有価証券取引税 ―

その他費用 ―

合 計 ₁₀₅
（注 ₁ ） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって

受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。費用の項
目および算出法については前掲の「 ₁ 万口当りの費用の明細」の項目の概
要をご参照ください。

（注 ₂ ） 各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。

■売買および取引の状況
株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₆ 月₂₁日から₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日まで）
買　　　　付 売　　　　付

株 数 金 額 株 数 金 額

国 内
千株 千円 千株 千円

₁, ₈₈₇. ₆ ₁, ₈₁₀, ₁₀₇ ₁, ₉₀₄. ₉ ₂, ₀₉₀, ₇₅₄ 
（△ ₁） （ ―） 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ） （　）内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注 ₃ ）金額の単位未満は切捨て。

■主要な売買銘柄
株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₆ 月₂₁日から₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
ミクシィ ₁₁. ₅  ₅₉, ₆₀₁  ₅, ₁₈₂  ミクシィ ₁₀  ₅₆, ₆₅₃  ₅, ₆₆₅ 
スクウェア・エニックス・ＨＤ ₁₈  ₄₅, ₅₉₅  ₂, ₅₃₃  マーベラス ₃₈. ₅  ₅₅, ₃₈₁  ₁, ₄₃₈ 
マーベラス ₃₃. ₅  ₄₅, ₀₉₆  ₁, ₃₄₆  セイコーエプソン ₉  ₄₇, ₈₁₀  ₅, ₃₁₂ 
マツダ ₁₂  ₃₃, ₀₅₅  ₂, ₇₅₄  マツダ ₁₄  ₃₈, ₄₁₆  ₂, ₇₄₄ 
富士重工業 ₇  ₂₉, ₀₄₂  ₄, ₁₄₈  ファナック ₁. ₅  ₃₃, ₀₄₄  ₂₂, ₀₂₉ 
コロプラ ₇. ₅  ₂₇, ₂₈₅  ₃, ₆₃₈  ソフトバンク ₄  ₃₁, ₄₉₃  ₇, ₈₇₃ 
竹内製作所 ₅  ₂₂, ₉₃₆  ₄, ₅₈₇  ケネディクス ₅₃  ₂₉, ₆₇₁  ₅₅₉ 
セイコーエプソン ₅  ₂₂, ₈₀₁  ₄, ₅₆₀  トヨタ自動車 ₄. ₂  ₂₈, ₈₉₇  ₆, ₈₈₀ 
ノジマ ₇. ₅  ₁₉, ₀₅₉  ₂, ₅₄₁  コロプラ ₇. ₅  ₂₆, ₁₈₀  ₃, ₄₉₀ 
ファナック ₀. ₇  ₁₉, ₀₃₉  ₂₇, ₁₉₉  野村ホールディングス ₃₅  ₂₄, ₅₅₈  ₇₀₁ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切捨て。
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■組入資産明細表
国 内 株 式

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円

建設業（4. 4％）
安藤・間 ₁₉ ― ―
東急建設 ― ₆. ₈ ₅, ₇₈₆
清水建設 ₃₀ ― ―
西松建設 ₂₉ ₁₃ ₆, ₁₇₅
大豊建設 ₁₅ ₁₃ ₈, ₅₁₅
前田建設 ₁₂ ― ―
熊谷組 ₂₅ ― ―
福田組 ― ₇ ₅, ₇₄₀
テノックス ₆ ₄ ₂, ₈₆₈
九電工 ₁₀ ₃ ₆, ₀₁₅

食料品（2. 8％）
江崎グリコ ₂ ₀. ₉ ₅, ₂₄₇
岩塚製菓 ― ₀. ₅ ₄, ₁₆₀
プリマハム ― ₁₅ ₅, ₇₆₀
太陽化学 ― ₃ ₂, ₆₂₅
ケンコーマヨネーズ ― ₃ ₄, ₉₂₉
ユーグレナ ₂ ― ―

繊維製品（0. 5％）
芦森工業 ― ₁₇ ₃, ₇₉₁

化学（16. 1％）
共和レザー ― ₄. ₃ ₄, ₄₃₃
東ソー ― ₁₃ ₁₀, ₀₆₂
ダイソー ― ₂₁ ₉, ₅₃₄
関東電化 ― ₁₁ ₉, ₂₈₄
第一稀元素化学工 ― ₀. ₉ ₃, ₃₈₄
日本化学工業 ― ₁₀ ₂, ₄₆₀
本州化学 ― ₇ ₁₀, ₂₂₇
三菱ケミカル HLDGS ― ₁₁. ₉ ₈, ₉₂₁
タイガース ポリマー ― ₄. ₇ ₃, ₈₉₁
第一化成 ― ₇ ₅, ₈₈₀
ダイキアクシス ₅ ₄. ₇ ₅, ₆₁₆
竹本容器 ― ₃ ₅, ₃₁₆
ダイトーケミックス ― ₁₅ ₃, ₆₉₀
扶桑化学工業 ― ₂. ₆ ₄, ₀₅₆
日本特殊塗料 ― ₅. ₁ ₄, ₆₃₀
太陽ホールディングス ― ₀. ₉ ₄, ₆₆₂
ＤＩＣ ₃₀ ₁₇ ₅, ₅₀₈
コーセー ― ₀. ₉ ₈, ₆₃₁
荒川化学工業 ₅ ₃. ₈ ₅, ₇₃₀
有沢製作所 ₈ ₂. ₆ ₂, ₄₇₅
藤森工業 ₁ ₀. ₉ ₃, ₄₃₃
信越ポリマー ― ₆ ₃, ₆₀₀

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円

ニフコ ₁ ― ―
パーカーコーポレーション ― ₈ ₃, ₈₂₄

医薬品（0. 5％）
生化学工業 ― ₂. ₁ ₄, ₃₅₃

石油・石炭製品（0. 9％）
ＭＯＲＥＳＣＯ ― ₁. ₃ ₂, ₉₄₀
JX ホールディングス ― ₈. ₅ ₄, ₄₇₉

ゴム製品（―）
東洋ゴム ₁₃ ― ―
ブリヂストン ₂. ₅ ― ―

ガラス・土石製品（1. 7％）
神島化学 ― ₈ ₅, ₀₃₂
ジオスター ₆ ― ―
ヤマウ ₈ ― ―
ジャパンパイル ― ₅ ₃, ₆₇₅
ニチアス ₃ ― ―
ニチハ ― ₂. ₆ ₄, ₈₇₇

鉄鋼（0. 5％）
新日鐵住金 ₁₀ ― ―
共英製鋼 ― ₁. ₇ ₄, ₀₁₅
日立金属 ₅ ― ―
大平洋金属 ₇ ― ―

非鉄金属（1. 4％）
大紀アルミニウム ― ₁₁ ₄, ₄₁₁
日本軽金属ＨＤ ― ₁₃. ₆ ₂, ₉₂₄
東邦亜鉛 ― ₉ ₃, ₅₁₀
住友鉱山 ₆ ― ―
住友電工 ₄. ₅ ― ―

金属製品（1. 8％）
ケー・エフ・シー ― ₀. ₄ ₇₃₀
エスイー ₆ ― ―
宮地エンジニアリングＧ ― ₂₀ ₃, ₆₈₀
サンコーテクノ ₃. ₅ ₁. ₃ ₁, ₆₈₆
三和ホールディングス ₅ ― ―
不二サッシ ― ₂₅. ₆ ₃, ₇₁₂
兼房 ― ₄. ₄ ₄, ₄₇₄
日本発条 ₂ ― ―
アドバネクス ₁₅ ― ―
日立機材 ₂ ― ―

機械（16. ₃％）
ツガミ ― ₅ ₃, ₄₆₅
アイダエンジニア ₁. ₅ ― ―
牧野フライス ― ₈ ₁₀, ₁₅₂

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円

旭ダイヤモンド ₂. ₅ ― ―
日特エンジニアリング ― ₂. ₁ ₂, ₇₁₅
高松機械工業 ― ₆. ₈ ₈, ₆₈₃
日進工具 ― ₂. ₃ ₆, ₁₁₈
パンチ工業 ― ₁. ₇ ₂, ₁₈₁
島精機製作所 ― ₁. ₃ ₂, ₇₁₅
やまびこ ₁ ₁. ₆ ₉, ₄₅₆
平田機工 ― ₄. ₇ ₅, ₂₁₂
日精エーエスビー ₄ ― ―
技研製作所 ₅ ― ―
日精樹脂工業 ₇ ₇. ₇ ₈, ₇₄₇
オカダアイヨン ₆. ₅ ― ―
北川鉄工所 ― ₁₃ ₄, ₂₅₁
渋谷工業 ₁. ₅ ― ―
鶴見製作所 ― ₁. ₃ ₂, ₄₉₀
三精テクノロジーズ ― ₄. ₇ ₂, ₈₇₁
ダイフク ― ₇ ₁₃, ₅₃₁
タダノ ₅ ₃ ₅, ₆₉₄
フジテック ₃ ― ―
竹内製作所 ₁ ₄. ₈ ₃₄, ₀₈₀
ＴＰＲ ― ₁. ₃ ₄, ₇₇₇
イーグル工業 ― ₁. ₃ ₃, ₇₆₇
キッツ ₈ ― ―
マキタ ₀. ₅ ― ―

電気機器（18. 2％）
ミネベア ₅ ₅ ₁₀, ₇₄₀
日立 ₁₄ ₄ ₃, ₃₁₈
三相電機 ₁₃ ₁₃ ₅, ₀₉₆
東芝テック ₆ ― ―
日本電産 ₂ ― ―
ダブル・スコープ ₁₂ ₄. ₁ ₄, ₈₃₈
ＳＥＭＩＴＥＣ ― ₂ ₃, ₆₄₈
寺崎電気産業 ― ₃ ₃, ₉₁₅
戸上電機 ― ₃ ₁, ₅₃₉
エイアンドティー ₆ ― ―
セイコーエプソン ₄ ― ―
京三製作所 ₉ ― ―
ホーチキ ― ₃. ₄ ₂, ₉₄₄
星和電機 ― ₆ ₃, ₆₃₆
ソニー ― ₃. ₄ ₁₂, ₆₈₈
アルプス電気 ₄ ₃. ₈ ₁₃, ₆₆₁
鈴木 ― ₁. ₇ ₂, ₆₁₂
フオスター電機 ― ₁. ₇ ₄, ₇₅₃
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ダイワ新興国関連・日本株マザーファンド

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円

スミダコーポレーション ― ₆ ₅, ₆₉₄
リオン ₃. ₅ ₁. ₇ ₃, ₀₇₅
本多通信工業 ― ₂. ₁ ₃, ₀₆₃
京写 ― ₈ ₃, ₉₂₀
新電元工業 ₁₀ ― ―
日本電子材料 ― ₅. ₁ ₄, ₀₁₈
キーエンス ― ₀. ₂ ₁₃, ₇₀₀
シスメックス ₁ ₀. ₉ ₆, ₆₈₇
協立電機 ― ₁. ₃ ₂, ₄₅₈
フェローテック ― ₄. ₃ ₃, ₈₆₁
千代田インテグレ ₂ ― ―
エノモト ― ₁₁ ₅, ₃₇₉
山一電機 ― ₄. ₃ ₄, ₉₈₈
カシオ ₄ ― ―
ファナック ₀. ₈ ― ―
エンプラス ₀. ₃ ― ―
スター精密 ― ₂. ₆ ₅, ₄₅₇
リコー ₃ ― ―
象印マホービン ― ₅ ₁₀, ₂₇₅

輸送用機器（5. 7％）
ダイハツデイーゼル ― ₁ ₆₉₅
いすゞ自動車 ₁₀ ― ―
トヨタ自動車 ₆ ₁. ₈ ₁₄, ₉₃₄
マツダ ₂₇ ₃. ₄ ₈, ₄₁₁
本田技研 ₅ ― ―
富士重工業 ― ₂. ₁ ₉, ₅₂₀
ヤマハ発動機 ― ₄. ₃ ₁₂, ₄₉₅
ジャムコ ₂ ― ―

精密機器（₃. 1％）
川澄化学工業 ― ₃ ₂, ₈₁₇
東京計器 ― ₉ ₂, ₃₈₅
東京精密 ― ₁. ₃ ₃, ₅₀₄
トプコン ₂ ― ―
朝日インテック ₁ ₁. ₃ ₁₀, ₅₅₆
ＩＭＶ ― ₈ ₅, ₆₂₄

その他製品（1. 2％）
前田工繊 ₁. ₅ ― ―
サマンサタバサジャパン ₇ ― ―
バンダイナムコ HLDGS ₂ ― ―
桑山 ― ₄. ₅ ₃, ₆₄₅
ピジヨン ₁ ₁. ₅ ₅, ₆₂₅
三菱鉛筆 ₁. ₅ ― ―

陸運業（₃. 2％）
SBS ホールディングス ― ₉. ₄ ₉, ₅₀₃
鴻池運輸 ― ₂. ₂ ₃, ₂₀₃
日本通運 ― ₉ ₅, ₆₇₉

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円

山九 ― ₉ ₅, ₇₈₇
センコー ― ₂ ₁, ₅₁₆

海運業（―）
日本郵船 ₃₀ ― ―

倉庫・運輸関連業（0. 7％）
日新 ― ₁₅ ₅, ₄₄₅

情報・通信業（4. 9％）
ファインデックス ₁. ₂ ― ―
ＫＬａｂ ₃ ₂. ₆ ₄, ₇₅₅
ポールトゥウィン・ピットクル ₄ ― ―
アートスパーク HD ― ₃. ₃ ₃, ₀₆₂
クロス・マーケティング G ₁₀. ₈ ₇. ₁ ₃, ₆₀₆
ヴィンクス ― ₃ ₂, ₉₁₆
ドリコム ₁ ― ―
フリービット ₂. ₅ ― ―
インフォコム ― ₂. ₆ ₃, ₄₇₁
東映アニメーション ₁ ― ―
マーベラス ₅ ― ―
日本電信電話 ₁ ― ―
ＫＤＤＩ ₁ ― ―
ＤＴＳ ₁ ― ―
スクウェア・エニックス・HD ― ₇. ₇ ₂₁, ₃₂₁
ソフトバンク ₄ ― ―

卸売業（1. 8％）
クリヤマホールディングス ₃. ₉ ₃. ₈ ₇, ₂₆₅
三井物産 ₁₂ ― ―
三菱商事 ₆ ― ―
三谷商事 ― ₀. ₉ ₂, ₆₅₅
阪和興業 ₁₅ ― ―
日本電計 ― ₃ ₄, ₅₂₇

小売業（₃. 8％）
ミサワ ₃. ₃ ― ―
ホットランド ― ₀. ₉ ₃, ₇₉₈
ノジマ ― ₆. ₄ ₁₇, ₂₈₀
良品計画 ― ₀. ₄ ₉, ₁₃₆

銀行業（―）
三菱 UFJ フィナンシャル G ₁₀ ― ―
三井住友フィナンシャル G ₁ ― ―

証券、商品先物取引業（―）
野村ホールディングス ₂₅ ― ―

その他金融業（―）
オリックス ₆ ― ―

不動産業（0. 4％）
ムゲンエステート ― ₁. ₃ ₃, ₂₆₉
三井不動産 ₄ ― ―
三菱地所 ₄ ― ―

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円

サービス業（10. 0％）
ネクスト ― ₄ ₃, ₆₁₆
ミクシィ ₁. ₆ ₉. ₅ ₅₉, ₀₉₀
E・J ホールディングス ― ₅ ₄, ₈₀₀
エムスリー ₅ ― ―
エスアールジータカミヤ ₆ ― ―
ファンコミュニケーションズ ₃ ₂. ₆ ₂, ₅₉₄
アドウェイズ ₁. ₅ ― ―
ユナイテッド ₁. ₅ ― ―
EPS ホールディングス ₂ ― ―
レッグス ₂ ― ―
セプテーニ HLDGS ₉ ₃. ₄ ₃, ₉₂₇
ケネディクス ₁₅ ― ―
オリエンタルランド ₀. ₂ ― ―
サイバーエージェント ₁ ― ―
クリーク・アンド・リバー社 ― ₅. ₁ ₃, ₂₂₃
ベクトル ₁ ₁. ₆ ₃, ₁₁₈
地盤ネット HOLD ₄ ― ―
エンバイオ・ホールディング ₂ ― ―
フリークアウト ₀. ₁ ― ―
ナガワ ₁. ₃ ― ―
応用地質 ₄ ― ―

千株 千株 千円

合計
株 数、 金 額 ₇₂₆. ₅ ₇₀₈. ₂ ₈₀₁, ₀₂₃

銘柄数＜比率＞ ₁₁₇銘柄 ₁₃₂銘柄 ＜₉₇. ₆％＞

（注 ₁ ） 銘柄欄の（　）内は国内株式の評価総額に対する
各業種の比率。

（注 ₂ ） 合計欄の＜　＞内は、純資産総額に対する評価
額の比率。

（注 ₃ ）評価額の単位未満は切捨て。
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■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日現在

項 目 当 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％
株         式 ₈₀₁, ₀₂₃ ₉₆. ₉ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₂₅, ₂₉₅ ₃. ₁ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₈₂₆, ₃₁₉ ₁₀₀. ₀ 
（注）評価額の単位未満は切捨て。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 826, ₃19, 708円

コ ー ル  ・ ロ ー ン 等 ₁₃, ₁₆₆, ₆₃₃  
株 式（評価額） ₈₀₁, ₀₂₃, ₇₈₀  
未 収 入 金 ₇, ₇₉₃, ₇₄₄  
未 収 配 当 金 ₄, ₃₃₅, ₅₅₁  

（Ｂ）負 債 5, 5₃₃, ₃24  
未 払 金 ₅, ₅₃₃, ₃₂₄  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 820, 786, ₃84  
元 本 ₃₇₁, ₈₅₅, ₇₇₈  
次 期 繰 越 損 益 金 ₄₄₈, ₉₃₀, ₆₀₆  

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 ₃71, 855, 778口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 22, 07₃円

＊ 期首における元本額は₅₁₄, ₉₈₇, ₄₀₇円、当期中における追加設定元本額は
₉, ₅₉₄, ₆₆₀円、同解約元本額は₁₅₂, ₇₂₆, ₂₈₉円です。

＊ 当期末における当マザーファンドを投資対象とする投資信託の元本額は、ダイ
ワ・エマージング＆ジャパン・ファンド₃₇₁, ₈₅₅, ₇₇₈円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₂₂, ₀₇₃円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₆ 月₂₁日　至₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 12, 290, ₃07円

受 取 配 当 金 ₁₂, ₂₈₁, ₄₆₃  
受 取 利 息 ₇, ₆₆₀  
そ の 他 収 益 金 ₁, ₁₈₄  

（Ｂ）有価証券売買損益 278, 7₃₃, 710  
売 買 益 ₃₅₄, ₅₃₁, ₃₉₀  
売 買 損 △  ₇₅, ₇₉₇, ₆₈₀  

（Ｃ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ） 291, 024, 017  
（Ｄ）前期繰越損益金 298, 774, 960  
（Ｅ）解 約 差 損 益 金 △  147, 27₃, 711  
（Ｆ）追加信託差損益金 6, 405, ₃40  
（Ｇ）合 計（Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 448, 9₃0, 606  

次期繰越損益金（Ｇ） 448, 9₃0, 606  
（注 ₁ ） 解約差損益金とは、一部解約時の解約価額と元本との差額をいい、元本を

下回る場合は利益として、上回る場合は損失として処理されます。
（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る

場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

《お知らせ》
●書面決議手続きの改正について

　重大な約款変更や繰上償還の際に行なう書面決議につい
て、2014年12月 1 日施行の法改正により以下の点が変更さ
れたことに伴い、信託約款の該当箇所の変更を行ないまし
た。
・ 書面決議の可決要件が、「受益者の半数以上の賛成かつ

受益者の保有する議決権の ₃ 分の 2 以上の賛成を得るこ
と」から「受益者の保有する議決権の ₃ 分の 2 以上の賛
成を得ること」に変更されました。

・ 投資信託の併合を行なう際、すべての場合で書面決議が
必要とされてきましたが、その併合が受益者の利益に及
ぼす影響が軽微なものであるときは、当該併合に関する
書面決議が不要となりました。

・ 書面決議に反対した受益者による受益権買取請求の規定
について、一部解約請求に応じる投資信託（当ファンド
は該当します。）には適用されなくなりました。
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運用報告書　第 8 期　（決算日　2015年 4 月17日）

（計算期間　₂₀₁₄年 ₄ 月₁₈日～₂₀₁₅年 ₄ 月₁₇日）

　ダイワ中国株マザーファンドの第 ₈ 期にかかる運用状況をご報告申し上げます。

★当ファンドの仕組みは次の通りです。

運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。
主要投資対象 中国（香港を含みます。）の株式およびＤＲ（預託証券）

運 用 方 法

①主として中国（香港を含みます。）の株式＊に投資し、信託財産の成長をめざします。
②企業のファンダメンタルズ、成長性等を総合的に勘案して銘柄選択を行ないます。運用につ
いては、ダイワ・アセット・マネジメント（ホンコン）リミテッドの助言を受けます。
③株式＊の組入比率は、通常の状態で信託財産の純資産総額の80％程度以上に維持することを
基本とします。
④保有外貨建資産について、為替変動リスクを回避するための為替ヘッジは行ないません。

（注）株式＊…ＤＲを含みます。また、株価に連動する有価証券を活用する場合があります。
株式組入制限 無制限

東京都千代田区丸の内一丁目 9 番 1 号
h t t p : / / w w w . d a i w a－a m . c o . j p /
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■当期中の基準価額と市況の推移

年 月 日
基 準 価 額 ＭＳＣＩチャイナ指数

（配当込み、円換算）株　　式
組入比率

株　　式
先物比率

投資信託
受益証券
組入比率騰落率 （参考指数） 騰落率

円 ％ ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年 ₄ 月₁₇日 ₁₀, ₁₄₀ ― ₁₁, ₅₃₆ ― ₉₆. ₄ ― ―

₄ 月末 ₁₀, ₀₅₆ △ ₀. ₈ ₁₁, ₄₀₆ △ ₁. ₁ ₉₅. ₇ ― ―
₅ 月末 ₁₀, ₀₇₅ △ ₀. ₆ ₁₁, ₆₈₉ ₁. ₃ ₉₇. ₆ ― ―
₆ 月末 ₁₀, ₄₁₉ ₂. ₈ ₁₂, ₀₂₂ ₄. ₂ ₉₆. ₇ ― ―
₇ 月末 ₁₁, ₂₂₂ ₁₀. ₇ ₁₃, ₂₃₀ ₁₄. ₇ ₉₇. ₀ ― ―
₈ 月末 ₁₁, ₁₅₉ ₁₀. ₀ ₁₃, ₃₃₁ ₁₅. ₆ ₉₆. ₈ ― ―
₉ 月末 ₁₁, ₂₀₅ ₁₀. ₅ ₁₃, ₃₈₇ ₁₆. ₀ ₉₇. ₅ ― ―
₁₀月末 ₁₁, ₄₁₆ ₁₂. ₆ ₁₃, ₅₈₅ ₁₇. ₈ ₉₇. ₄ ― ―
₁₁月末 ₁₂, ₄₇₆ ₂₃. ₀ ₁₅, ₀₆₉ ₃₀. ₆ ₉₇. ₄ ― ―
₁₂月末 ₁₃, ₀₆₈ ₂₈. ₉ ₁₅, ₆₀₇ ₃₅. ₃ ₉₆. ₃ ― ₁. ₅

₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₁₃, ₁₁₀ ₂₉. ₃ ₁₅, ₇₃₅ ₃₆. ₄ ₉₇. ₀ ― ―
₂ 月末 ₁₃, ₄₆₃ ₃₂. ₈ ₁₆, ₃₆₄ ₄₁. ₉ ₉₆. ₃ ― ―
₃ 月末 ₁₃, ₈₉₄ ₃₇. ₀ ₁₆, ₇₁₈ ₄₄. ₉ ₉₅. ₇ ― ―

（期末）₂₀₁₅年 ₄ 月₁₇日 ₁₆, ₃₆₃ ₆₁. ₄ ₁₉, ₄₂₁ ₆₈. ₄ ₉₈. ₆ ― ―
（注 ₁ ） 騰落率は期首比。
（注 ₂ ） ＭＳＣＩチャイナ指数（配当込み、円換算）は、ＭＳＣＩ Inc. の承諾を得

て、ＭＳＣＩチャイナ指数（配当込み、米ドルベース）をもとに円換算し、
当ファンド設定日を₁₀, ₀₀₀として大和投資信託が計算したものです。ＭＳ
ＣＩチャイナ指数は、ＭＳＣＩ Inc. が開発した株価指数で、同指数に対す
る著作権、知的所有権その他一切の権利はＭＳＣＩ Inc. に帰属します。ま
たＭＳＣＩ Inc. は、同指数の内容を変更する権利および公表を停止する権
利を有しています。

（注 ₃ ） 海外の株価指数は、基準価額への反映を考慮して、現地前営業日の終値を
採用しています。

（注 ₄ ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

《運用経過》
◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₁₀, ₁₄₀円　期末：₁₆, ₃₆₃円　騰落率：₆₁. ₄％
【基準価額の主な変動要因】

中国で高い利益成長が期待できる銘柄に投資した結果、株式市況が
上昇したことに加えて、為替相場において円安米ドル高（円安香港ド
ル高）が進行したことも寄与し、基準価額は値上がりしました。

◆投資環境について
○中国株式市況

中国株式市況は上昇しました。
期首から₂₀₁₄年 ₉ 月上旬にかけては、中国政府による景気刺激策

への期待、中国の金融市場開放計画や不動産規制の緩和、国有企業
改革などの政策発表が好感されて、上昇基調となりました。 ₉ 月中
旬から₁₀月中旬にかけては、米国の早期利上げが意識され新興国か
らの資金流出に対する懸念が強まったことや、₂₀₁₅年の中国経済の
成長率鈍化などが懸念材料となり、株式市況は急落しました。その
後は、₁₁月下旬に中国で利下げが発表されたことや、₁₂月にＦＲＢ
（米国連邦準備制度理事会）が金融政策の正常化に慎重な姿勢を示
したことから株式市況は反発しました。期末にかけては、追加金融
緩和への期待や、中国の投信に対する香港上場株への投資規制が緩
和されたことで香港株式市場への資金流入が期待されたことから、
大幅に上昇しました。

○為替相場
為替相場では、香港ドルは米ドルペッグ制（米ドルに連動する政

策）を採用しているため、米ドルに連動した値動きとなりました。
米ドル円は、黒田日銀総裁による積極的な金融緩和政策の実施や

米国の景気回復に伴う米国金利の先高観から、円安米ドル高が進行
しました。

◆前期における「今後の運用方針」
〈株式組入比率〉

・当ファンドの株式組入比率は、通常の状態で純資産総額の₈₀％
程度以上とすることを基本としております。

・投資環境を背景に底堅い市況推移が期待できるとの判断のも
と、基本的には₉₀％以上の高位組入れを維持する方針です。し
かしながら、中国国内外の経済・政治情勢や株式市況動向など
によっては柔軟な対応を行ないます。

〈ポートフォリオ〉
中国政府の内需重視政策を受けて都市化が進んでおり、鉄道、

保障性住宅、ヘルスケア施設などのインフラ関連銘柄が恩恵を受
けると予想されます。特に、大気汚染問題への取り組みが強化さ
れる中、引続き環境保全、自然エネルギー関連などの銘柄に注目
する方針です。また、スマートフォンやタブレット端末など新製
品の投入サイクルにより堅調な業績を維持している情報技術銘柄
や、所得増加に伴う購買力の向上から恩恵を受ける消費関連銘柄
などにも注目しています。今後も、バリュエーションや株価位置
を考慮しつつ、順調な業績拡大が見込まれる企業を精査・選別し
てポートフォリオを構築していく方針です。

◆ポートフォリオについて
中国経済の成長から恩恵を享受する銘柄の中から、高い利益成長が

見込まれる企業を組入れました。セクターでは、景気刺激策からの恩
恵が期待された金融セクターを、財務体質が健全な大手銀行や不動産
銘柄を中心に高位組入れとしました。また、好業績が期待された情報
技術セクターや、一帯一路構想（地上と海上の ₂ つのシルクロード構
想）からの恩恵が期待された資本財セクターの組入比率も高位としま
した。個別銘柄では、国策である産業高度化を促進する技術力を持ち
合わせた銘柄、国有企業改革から恩恵を受けるような銘柄を組入れま

18, 000

16, 000

14, 000

12, 000

10, 000

8, 000

（円）

期　首
（2014. 4. 17）

期　末
（2015. 4. 17）

基準価額
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■売買および取引の状況
（1）株　　　式

（₂₀₁₄年 ₄ 月₁₈日から₂₀₁₅年 ₄ 月₁₇日まで）
買　　　　付 売　　　　付

株　　数 金　　額 株　　数 金　　額

外
　
　
国

百株 千アメリカ・ドル 百株 千アメリカ・ドル

アメリカ ₁₄ ₈₅ ― ― 
（ ―） （ ―） 

百株 千香港ドル 百株 千香港ドル

香 港 ₂₅₁, ₅₂₁ ₁₆₉, ₂₄₆ ₂₉₅, ₆₅₃ ₁₉₉, ₂₁₉ 
（ ₂, ₆₆₀） （ ₃₂） 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ） （　）内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注 ₃ ）金額の単位未満は切捨て。

した。株式組入比率は、期を通じておおむね₉₅～₉₉％と高位水準で推
移させました。

◆ベンチマークとの差異について
当ファンドでは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設

けておりません。
当期の当ファンドの基準価額と参考指数の騰落率は、それぞれ

₆₁. ₄％、₆₈. ₄％となりました。
参考指数には、中国企業で構成されるＭＳＣＩチャイナ指数を代表

的な指数として掲載しております。

《今後の運用方針》
　当ファンドでは、中国の経済成長から恩恵を享受することをめざし、
事業拡大が期待される企業に注目してまいります。セクターでは、引続
き産業高度化への取り組みから業績拡大が期待される情報技術セクター
や、追加金融緩和から恩恵を受ける金融セクターに注目しているほか、
国有企業改革から恩恵を受けるような銘柄なども選別していく方針で
す。

■ 1 万口当りの費用の明細
項 目 当　　　期

売買委託手数料 129円
（株式） （ 127）
（投資信託受益証券） （ 3）

有価証券取引税 57  
（株式） （ 57）
（投資信託受益証券） （ 0）

その他費用 54  
（保管費用） （ 54）
（その他） （ 0）

合 計 241  
（注 ₁ ） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって

受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。費用の項
目および算出法については前掲の「 ₁ 万口当りの費用の明細」の項目の概
要をご参照ください。

（注 ₂ ）各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。

（2）投資信託受益証券
（₂₀₁₄年 ₄ 月₁₈日から₂₀₁₅年 ₄ 月₁₇日まで）

買　　　　付 売　　　　付
口　　数 金　　額 口　　数 金　　額

外 

国

千口 千香港ドル 千口 千香港ドル

香 港 ₂₈₀. ₄  ₃, ₁₀₀  ₂₈₀. ₄   ₃, ₅₁₃ 
（ ―） （ ―） （ ―） （ ―） 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ） 買付（　）内は分割割当、合併等による増減分で、上段の数字には含まれて

おりません。
（注 ₃ ）売付（　）内は償還による減少分で、上段の数字には含まれておりません。
（注 ₄ ）金額の単位未満は切捨て。
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■主要な売買銘柄
株　　　　　式

（₂₀₁₄年 ₄ 月₁₈日から₂₀₁₅年 ₄ 月₁₇日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
CHINA MOBILE LTD（香港）  ₁₁₇. ₅ ₁₅₃, ₇₄₁ ₁, ₃₀₈  CHINA MOBILE LTD（香港）  ₁₁₇. ₅ ₁₆₉, ₃₄₆ ₁, ₄₄₁ 
CHINA UNICOM HONG KONG LTD（香港）  ₇₈₂ ₁₃₃, ₂₉₃ ₁₇₀  TENCENT HOLDINGS LTD（ケイマン諸島）  ₇₉. ₆ ₁₆₁, ₅₁₀ ₂, ₀₂₉ 
PETROCHINA CO LTD-H（中国）  ₈₁₂ ₁₀₇, ₄₃₅ ₁₃₂  CHINA UNICOM HONG KONG LTD（香港）  ₈₅₆ ₁₆₀, ₇₅₆ ₁₈₇ 
TENCENT HOLDINGS LTD（ケイマン諸島）  ₅₁. ₃ ₉₄, ₈₅₉ ₁, ₈₄₉  PETROCHINA CO LTD-H（中国）  ₉₇₄ ₁₃₀, ₅₁₁ ₁₃₃ 
CHINA PETROLEUM & CHEMICAL-H（中国）  ₆₄₀ ₆₂, ₁₃₁ ₉₇  CHINA PETROLEUM & CHEMICAL-H（中国）  ₁, ₁₆₁ ₁₁₃, ₅₀₆ ₉₇ 
CHINA MINSHENG BANKING-H（中国）  ₄₈₃. ₅ ₆₁, ₄₇₇ ₁₂₇  CHINA CONSTRUCTION BANK-H（中国）  ₁, ₃₆₇ ₁₀₉, ₀₂₂ ₇₉ 
CHINA OVERSEAS LAND & INVEST（香港）  ₁₆₂ ₅₈, ₃₉₂ ₃₆₀  PING AN INSURANCE GROUP CO-H（中国）  ₅₃. ₅ ₆₅, ₇₉₆ ₁, ₂₂₉ 
ZOOMLION HEAVY INDUSTRY - H（中国）  ₆₃₄ ₄₉, ₇₂₉ ₇₈  CHINA SHENHUA ENERGY CO-H（中国）  ₂₀₈ ₆₂, ₃₆₂ ₂₉₉ 
PING AN INSURANCE GROUP CO-H（中国）  ₄₈ ₄₆, ₈₅₄ ₉₇₆  CHINA OVERSEAS LAND & INVEST（香港）  ₁₇₈ ₅₃, ₀₆₉ ₂₉₈ 
BANK OF COMMUNICATIONS CO-H（中国）  ₄₆₅ ₄₆, ₆₄₉ ₁₀₀  CHINA MODERN DAIRY HOLDINGS（ケイマン諸島）  ₁, ₁₁₄ ₅₁, ₂₂₀ ₄₅ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切捨て。

■組入資産明細表
外 国 株 式

銘　　　　　　　　　　　柄
期　　首 当 期 末

業 種 等株　　数 株　　数 評 価 額
外 貨 建 金 額 邦貨換算金額

百株 百株 千アメリカ・ドル 千円 
（アメリカ）

QIHOO ₃₆₀ TECHNOLOGY CO-ADR ― ₁₄ ₈₆ ₁₀, ₂₅₃ 情報技術

ア メ リ カ ・ ド ル 通 貨 計
株 　 数、 金 　 額 ― ₁₄ ₈₆ ₁₀, ₂₅₃ 
銘 柄 数 ＜ 比 率 ＞ ― ₁ 銘柄 ＜₀. ₈％＞ 

百株 百株 千香港ドル 千円 
（香港）

CHINA RAILWAY GROUP LTD-H ₃, ₀₀₀ ₁, ₃₅₀ ₁, ₅₂₈ ₂₃, ₄₇₃ 資本財・サービス
CHINA ANIMAL HEALTHCARE LTD ₂, ₀₀₀ ― ― ― ヘルスケア
CHINA EVERBRIGHT LTD ― ₆₂₀ ₁, ₆₃₆ ₂₅, ₁₄₁ 金融
CHINA EVERBRIGHT INTL LTD ₁, ₀₀₀ ― ― ― 資本財・サービス
PAX GLOBAL TECHNOLOGY LTD ― ₁, ₁₄₀ ₁, ₁₆₅ ₁₇, ₈₉₅ 情報技術
CHINASOFT INTERNATIONAL LTD ― ₂, ₄₄₀ ₁, ₀₇₃ ₁₆, ₄₉₀ 情報技術
CHINA GAS HOLDINGS LTD ₁, ₆₀₀ ― ― ― 公益事業
CHINA PETROLEUM & CHEMICAL-H ₆, ₄₁₀ ₁, ₂₀₀ ₈₃₇ ₁₂, ₈₆₅ エネルギー
SIHUAN PHARMACEUTICAL HLDGS ₁, ₈₀₀ ― ― ― その他
GOME ELECTRICAL APPLIANCES ₁₃, ₃₇₀ ₃, ₁₀₀ ₆₁₆ ₉, ₄₇₅ 一般消費財・サービス
REXLOT HOLDINGS LTD ₆, ₀₀₀ ― ― ― 一般消費財・サービス
SINOTRANS LIMITED-H ₂, ₄₀₀ ― ― ― 資本財・サービス
FOSUN INTERNATIONAL LTD ₂, ₂₀₀ ― ― ― 素材
TENCENT HOLDINGS LTD ₁₈₅ ₅₆₂ ₈, ₉₉₂ ₁₃₈, ₁₁₇ 情報技術
CHINA TELECOM CORP LTD-H ― ₁, ₆₈₀ ₉₄₂ ₁₄, ₄₇₆ 電気通信サービス
AIR CHINA LTD-H ― ₇₈₀ ₆₉₉ ₁₀, ₇₄₆ 資本財・サービス
CHINA UNICOM HONG KONG LTD ₇₄₀ ― ― ― 電気通信サービス
ZTE CORP-H ₅₇₄ ― ― ― 情報技術
SHIMAO PROPERTY HOLDINGS LTD ₈₀₀ ― ― ― 金融
PETROCHINA CO LTD-H ₃, ₀₀₀ ₁, ₃₈₀ ₁, ₄₄₉ ₂₂, ₂₅₆ エネルギー
PLAYMATES TOYS LTD ₄, ₈₀₀ ― ― ― 一般消費財・サービス
GUANGZHOU BAIYUNSHAN PHARM-H ― ₂₈₀ ₈₉₀ ₁₃, ₆₇₆ ヘルスケア
ANHUI CONCH CEMENT CO LTD-H ₅₀₀ ― ― ― 素材
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銘　　　　　　　　　　　柄
期　　首 当 期 末

業 種 等株　　数 株　　数 評 価 額
外 貨 建 金 額 邦貨換算金額

百株 百株 千香港ドル 千円 
CHINA LONGYUAN POWER GROUP-H ₂, ₀₀₀ ― ― ― 公益事業
CHINA CONSTRUCTION BANK-H ₁₃, ₆₇₀ ― ― ― 金融
DATANG INTL POWER GEN CO-H ― ₁, ₆₄₀ ₇₈₀ ₁₁, ₉₉₀ 公益事業
GF SECURITIES CO LTD-H ― ₅₀₀ ₁, ₂₇₂ ₁₉, ₅₄₅ その他
CHINA SHENHUA ENERGY CO-H ₆₈₀ ― ― ― エネルギー
CSPC PHARMACEUTICAL GROUP LT ₁, ₁₀₀ ₉₄₀ ₇₀₃ ₁₀, ₇₉₉ ヘルスケア
CHINA RESOURCES LAND LTD ― ₁, ₀₀₀ ₂, ₄₃₅ ₃₇, ₄₀₁ 金融
CHINA MODERN DAIRY HOLDINGS ₂, ₅₃₀ ― ― ― 生活必需品
ZOOMLION HEAVY INDUSTRY - H ― ₁, ₉₀₀ ₁, ₀₈₈ ₁₆, ₇₂₂ 資本財・サービス
BYD CO LTD-H ― ₁₇₀ ₇₉₃ ₁₂, ₁₈₁ 一般消費財・サービス
SPT ENERGY GROUP INC ₂, ₂₆₀ ― ― ― エネルギー
VARITRONIX INTERNATIONAL LTD ₅₀₀ ― ― ― 情報技術
PEOPLE'S INSURANCE CO GROU-H ― ₇, ₄₄₀ ₃, ₉₇₂ ₆₁, ₀₂₄ 金融
HUA HONG SEMICONDUCTOR LTD ― ₁, ₀₀₀ ₁, ₁₇₀ ₁₇, ₉₇₁ 情報技術
CHINA HONGQIAO GROUP LTD ― ₁, ₇₂₀ ₁, ₀₇₃ ₁₆, ₄₈₅ 素材
HYDOO INTERNATIONAL HOLDING ₁, ₅₀₀ ― ― ― 金融
IND & COMM BK OF CHINA-H ₁₄, ₂₀₀ ₁₁, ₉₉₀ ₈, ₃₂₁ ₁₂₇, ₈₁₁ 金融
PHOENIX HEALTHCARE GROUP CO ₂₀₀ ― ― ― ヘルスケア
GUANGDONG INVESTMENT LTD ₅₀₀ ― ― ― 公益事業
WISDOM HOLDINGS GROUP ― ₁, ₀₈₀ ₇₄₈ ₁₁, ₄₉₆ 一般消費財・サービス
BOER POWER HOLDINGS LTD ₁, ₂₀₀ ― ― ― 資本財・サービス
CHINA OVERSEAS LAND & INVEST ₁, ₁₆₀ ₁, ₀₀₀ ₂, ₉₁₅ ₄₄, ₇₇₄ 金融
CSR CORP LTD - H ₁, ₇₀₀ ― ― ― 資本財・サービス
KWG PROPERTY HOLDING LTD ― ₃, ₁₀₀ ₂, ₁₀₁ ₃₂, ₂₈₃ 金融
PING AN INSURANCE GROUP CO-H ₄₈₀ ₄₂₅ ₄, ₆₆₂ ₇₁, ₆₁₂ 金融
CITIC TELECOM INTERNATIONAL ₃, ₁₇₀ ― ― ― 電気通信サービス
SUNAC CHINA HOLDINGS LTD ₂, ₀₈₀ ― ― ― 金融
CHINA MINSHENG BANKING-H ― ₂, ₉₀₀ ₃, ₂₄₂ ₄₉, ₈₀₀ 金融
LIJUN INTL PHARMACETL HLDG ― ₂, ₁₂₀ ₈₄₅ ₁₂, ₉₉₂ ヘルスケア
COUNTRY GARDEN HOLDINGS CO ― ₄, ₃₈₀ ₁, ₆₇₃ ₂₅, ₆₉₉ 金融
CHINA VANKE CO LTD-H ― ₁, ₂₈₀ ₂, ₄₅₅ ₃₇, ₇₀₉ 金融
SINOPEC SHANGHAI PETROCHEM-H ― ₄, ₃₀₀ ₁, ₇₃₂ ₂₆, ₆₁₇ 素材
AVICHINA INDUSTRY & TECH-H ₂, ₆₀₀ ₁, ₅₆₀ ₁, ₁₉₆ ₁₈, ₃₇₈ 資本財・サービス
CHINA POWER INTERNATIONAL ― ₂, ₁₆₀ ₉₈₂ ₁₅, ₀₉₅ 公益事業
SUNNY OPTICAL TECH ₁, ₀₀₀ ― ― ― 情報技術
TCL COMMUNICATION TECH HLDGS ₉₀₀ ― ― ― 情報技術
CHINA LIFE INSURANCE CO-H ₁, ₅₀₀ ― ― ― 金融
CHINA OILFIELD SERVICES-H ₈₀₀ ― ― ― エネルギー
LENOVO GROUP LTD ₁, ₀₀₀ ― ― ― 情報技術
CHINA STATE CONSTRUCTION INT ₉₀₀ ― ― ― 資本財・サービス
GOLDPAC GROUP LTD ― ₁, ₈₅₀ ₁, ₂₃₉ ₁₉, ₀₃₈ 情報技術
BANK OF COMMUNICATIONS CO-H ― ₂, ₃₀₀ ₁, ₈₃₀ ₂₈, ₁₂₁ 金融
AGILE PROPERTY HOLDINGS LTD ― ₂, ₁₀₀ ₁, ₂₂₄ ₁₈, ₈₀₅ 金融
CHINA FIBER OPTIC NETWORK SY ₃, ₅₀₀ ― ― ― 情報技術
KINGSOFT CORP LTD ₄₀₀ ― ― ― 情報技術
BANK OF CHINA LTD-H ₁₅, ₂₁₀ ₁₁, ₈₆₀ ₆, ₅₄₆ ₁₀₀, ₅₅₇ 金融
HAITONG SECURITIES CO LTD-H ― ₁, ₂₄₀ ₃, ₁₅₅ ₄₈, ₄₇₃ 金融
BRILLIANCE CHINA AUTOMOTIVE ₈₄₀ ― ― ― 一般消費財・サービス

香 港 ド ル 通 貨 計
株 　 数、 金 　 額 ₁₂₇, ₉₅₉ ₈₆, ₄₈₇ ₇₇, ₉₉₅ ₁, ₁₉₈, ₀₀₅ 
銘 柄 数 ＜ 比 率 ＞ ₄₅ 銘柄 ₃₇ 銘柄 ＜₉₇. ₇％＞ 

フ ァ ン ド 合 計
株 　 数、 金 　 額 ₁₂₇, ₉₅₉ ₈₆, ₅₀₁ ― ₁, ₂₀₈, ₂₅₈ 
銘 柄 数 ＜ 比 率 ＞ ₄₅ 銘柄 ₃₈ 銘柄 ＜₉₈. ₆％＞ 

（注 ₁ ）邦貨換算金額は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したものです。
（注 ₂ ）＜　＞は純資産総額に対する評価額の比率。
（注 ₃ ）評価額の単位未満は切捨て。
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■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₄ 月₁₇日現在

項 目 当 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％
株         式 ₁, ₂₀₈, ₂₅₈  ₈₄. ₄ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₂₂₃, ₁₇₄  ₁₅. ₆ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₁, ₄₃₁, ₄₃₃  ₁₀₀. ₀ 
（注 ₁ ）評価額の単位未満は切捨て。
（注 ₂ ） 外貨建資産は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資

信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したもので
す。なお、 ₄ 月₁₇日における邦貨換算レートは、 ₁ アメリカ・ドル＝
₁₁₉. ₀₅円、 ₁ 香港ドル＝₁₅. ₃₆円です。

（注 ₃ ） 当期末における外貨建純資産（₁, ₄₁₆, ₃₂₈千円）の投資信託財産総額
（₁, ₄₃₁, ₄₃₃千円）に対する比率は、₉₈. ₉% です。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₄ 月₁₇日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 1, 6₃0, 98₃, 546円

コ ー ル  ・ ロ ー ン 等 ₁₇₆, ₃₇₅, ₆₂₀  
株 式（評価額） ₁, ₂₀₈, ₂₅₈, ₈₈₈  
未 収 入 金 ₂₄₆, ₃₄₉, ₀₃₈  

（Ｂ）負 債 405, 050, 000  
未 払 金 ₁₉₉, ₅₅₀, ₀₀₀  
未 払 解 約 金 ₂₀₅, ₅₀₀, ₀₀₀  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 1, 225, 9₃₃, 546  
元 本 ₇₄₉, ₁₈₈, ₉₄₁  
次 期 繰 越 損 益 金 ₄₇₆, ₇₄₄, ₆₀₅  

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 749, 188, 941口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 16, ₃6₃円

＊ 期首における元本額は₁, ₁₂₀, ₉₉₆, ₅₅₈円、当期中における追加設定元本額は
₈, ₈₀₀, ₃₄₆円、同解約元本額は₃₈₀, ₆₀₇, ₉₆₃円です。

＊ 当期末における当マザーファンドを投資対象とする投資信託の元本額は、ダイ
ワ・アジア新興国株ファンド₄₉₅, ₈₀₀, ₃₇₂円、ダイワ・エマージング＆ジャパ
ン・ファンド₂₄₂, ₅₉₄, ₆₈₄円、ダイワ新興 ₄ カ国株式ファンド（ダイワＳＭＡ専
用）₁₀, ₇₉₃, ₈₈₅円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₁₆, ₃₆₃円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₄ 月₁₈日　至₂₀₁₅年 ₄ 月₁₇日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 ₃8, 26₃, 280円

受 取 配 当 金 ₃₈, ₂₅₁, ₁₉₀  
受 取 利 息 ₁₂, ₀₉₀  

（Ｂ）有価証券売買損益 556, 240, 291  
売 買 益 ₆₇₉, ₅₆₂, ₄₃₀  
売 買 損 △  ₁₂₃, ₃₂₂, ₁₃₉  

（Ｃ）そ の 他 費 用 △  5, 51₃, 962  
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 588, 989, 609  
（Ｅ）前期繰越損益金 15, 747, ₃79  
（Ｆ）解 約 差 損 益 金 △  128, 692, 0₃7  
（Ｇ）追加信託差損益金 699, 654  
（Ｈ）合 計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ） 476, 744, 605  

次期繰越損益金（Ｈ） 476, 744, 605  
（注 ₁ ） 解約差損益金とは、一部解約時の解約価額と元本との差額をいい、元本を

下回る場合は利益として、上回る場合は損失として処理されます。
（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る

場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。
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運用報告書　第 8 期　（決算日　2014年12月 8 日）

（計算期間　₂₀₁₃年₁₂月₁₀日～₂₀₁₄年₁₂月 ₈ 日）

　ダイワ・インド株マザーファンドの第 ₈ 期にかかる運用状況をご報告申し上げます。

★当ファンドの仕組みは次の通りです。

運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。

主要投資対象 インドまたはその他の国の金融商品取引所に上場（上場予定を含みます。）するインドの企業
の株式およびＤＲ（預託証書）

運 用 方 法

①インドの企業の株式（ＤＲを含みます。）から企業のファンダメンタルズ、成長性等を総合
的に勘案して銘柄選択を行ないます。
②株式（ＤＲを含みます。）の組入比率は、原則として高位（信託財産の純資産総額の80％程
度以上）とします。
③保有外貨建資産について、為替変動リスクを回避するための為替ヘッジは行ないません。

株式組入制限 無制限

東京都千代田区丸の内一丁目 9 番 1 号
h t t p : / / w w w . d a i w a－a m . c o . j p /
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ダイワ・インド株マザーファンド

年　月　日
基準価額 ＭＳＣＩインド指数

（配当込み、円換算）株　　式
組入比率

株式先物
比　　率

騰落率 （参考指数） 騰落率
円 ％ ％ ％ ％

（期首）₂₀₁₃年₁₂月 ₉ 日 ₁₀, ₅₁₆ ― ₉, ₂₄₂ ― ₉₃. ₂ ₃. ₈
₁₂月末 ₁₀, ₉₃₉ ₄. ₀ ₉, ₅₆₉ ₃. ₅ ₉₃. ₃ ₄. ₁

₂₀₁₄年 ₁ 月末 ₁₀, ₂₆₈ △ ₂. ₄ ₈, ₉₅₁ △ ₃. ₁ ₉₁. ₆ ₃. ₃
₂ 月末 ₁₀, ₅₉₇ ₀. ₈ ₉, ₁₃₀ △ ₁. ₂ ₉₀. ₈ ₃. ₃
₃ 月末 ₁₁, ₆₂₂ ₁₀. ₅ ₉, ₉₈₈ ₈. ₁ ₉₃. ₂ ₃. ₆
₄ 月末 ₁₁, ₆₉₂ ₁₁. ₂ ₉, ₉₄₇ ₇. ₆ ₉₁. ₂ ₄. ₀
₅ 月末 ₁₃, ₀₈₁ ₂₄. ₄ ₁₀, ₇₉₆ ₁₆. ₈ ₈₆. ₉ ₄. ₀
₆ 月末 ₁₃, ₂₆₁ ₂₆. ₁ ₁₁, ₀₄₃ ₁₉. ₅ ₉₃. ₂ ₄. ₄
₇ 月末 ₁₄, ₀₅₉ ₃₃. ₇ ₁₁, ₆₈₈ ₂₆. ₅ ₉₃. ₆ ₃. ₃
₈ 月末 ₁₄, ₃₂₉ ₃₆. ₃ ₁₁, ₉₃₃ ₂₉. ₁ ₉₄. ₈ ₃. ₃
₉ 月末 ₁₅, ₁₀₄ ₄₃. ₆ ₁₂, ₄₃₄ ₃₄. ₅ ₉₂. ₂ ₃. ₂
₁₀月末 ₁₅, ₁₆₀ ₄₄. ₂ ₁₂, ₆₀₆ ₃₆. ₄ ₉₅. ₅ ₃. ₃
₁₁月末 ₁₇, ₀₆₆ ₆₂. ₃ ₁₄, ₁₀₀ ₅₂. ₆ ₈₈. ₄ ₃. ₄

（期末）₂₀₁₄年₁₂月 ₈ 日 ₁₇, ₅₄₁ ₆₆. ₈ ₁₄, ₃₅₉ ₅₅. ₄ ₉₃. ₂ ₃. ₅
（注 ₁ ）騰落率は期首比。
（注 ₂ ） ＭＳＣＩインド指数（配当込み、円換算）は、ＭＳＣＩ Inc. の承諾を得て、

ＭＳＣＩインド指数（配当込み、インド・ルピー建て）をもとに円換算し、
当ファンド設定日を₁₀, ₀₀₀として大和投資信託が計算したものです。ＭＳＣ
Ｉインド指数は、ＭＳＣＩ Inc. が開発した株価指数で、同指数に対する著
作権、知的所有権その他一切の権利はＭＳＣＩ Inc. に帰属します。またＭ
ＳＣＩ Inc. は、同指数の内容を変更する権利および公表を停止する権利を
有しています。

（注 ₃ ） 海外の指数は、基準価額への反映を考慮して、現地前営業日の終値を採用し
ています。

（注 ₄ ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

《運用経過》
◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₁₀, ₅₁₆円　期末：₁₇, ₅₄₁円　騰落率：₆₆. ₈%
【基準価額の主な変動要因】

インドの企業の株式に投資した結果、インド株式市況が上昇したこ
とや為替相場において円安インド・ルピー高が進んだことが寄与し
て、基準価額は値上がりしました。

◆投資環境について
○インド株式市況

インド株式市況は上昇しました。
期首から₂₀₁₄年 ₅ 月上旬にかけては、総選挙における政権交代や

経済構造改革の推進期待等から上昇基調となりました。その後も、
総選挙でモディ氏が率いる野党ＢＪＰ（インド人民党）が単独過半
数を獲得し、モディ政権による外資企業の投資活性化政策や補助金
削減等による財政赤字削減に対する期待感から買い優勢となりまし
た。 ₉ 月上旬から₁₀月中旬にかけては、鉱工業生産の伸び率が市場
予想を下回ったことや、欧州および中国の景気悪化懸念等から売り
に押される展開となりました。その後は、原油市況の下落によるイ
ンフレ低減が見込まれたことや、₂₀₁₅年早期の利下げ実施による経
済成長加速期待などを背景に再び上昇基調となり期末を迎えまし
た。

○為替相場
円に対してインド・ルピーは上昇しました。
インド準備銀行（中央銀行）の為替介入観測などを背景にイン

ド・ルピーが対米ドルでやや下落した一方で、日銀の追加金融緩和
の実施や日本の₂₀₁₄年 ₇ － ₉ 月期ＧＤＰ（国内総生産）成長率が市
場予想を大幅に下回ったことを背景に円安米ドル高が進んだ結果、
円安インド・ルピー高となりました。

◆前期における「今後の運用方針」
・個別銘柄の株価動向を踏まえ、財務内容が良好で中長期的に高い

利益成長が見込まれる企業を中心としたポートフォリオとする方
針です。

・コスト優位性と高い製品開発力などを武器に海外での高い売上成
長が期待される情報技術やヘルスケア株に、高い投資妙味がある
と考えています。

・規制緩和や企業の資金需要回復の恩恵が期待される金融株にも、
投資妙味があると考えています。

・安定した収益成長が予想される生活必需品や電気通信サービス株
に関しては、投資環境や競争力の変化などを見極めてまいりま
す。

・一方で、高い政策金利から、受注見通しの下方修正や利益率の低
下が懸念される機械やエンジニアリングなどの資本財・サービス
株に関しては、事業環境の変化を注視しつつ、慎重なスタンスで
投資を行なってまいります。

◆ポートフォリオについて
高い利益成長が見込まれる銘柄に分散投資を行ないました。業種で

は、海外での売上高増加が見込まれるＩＴサービス企業を中心とした
情報技術セクターや、所得水準の向上や民間消費の拡大に伴い業績拡
大が見込まれる金融セクターを組入上位としました。個別銘柄では、
欧州での受注拡大や対米ドルでのインド・ルピーの下落による業績拡
大が見込まれた INFOSYS LTD（情報技術）や、住宅ローンの需要拡
大 や 調 達 金 利 の 低 下 に よ る 業 績 改 善 が 見 込 ま れ た HOUSING 
DEVELOPMENT FINANCE（金融）を組入上位としました。

◆ベンチマークとの差異について
当ファンドは運用の目標となるベンチマークを設けておりません。

当ファンドの基準価額の騰落率は₆₆. ₈%、参考指数の騰落率は₅₅. ₄%
でした。

《今後の運用方針》
　企業の成長力に着目し、インド経済の長期的な成長の恩恵を享受する
銘柄への投資を行なう方針です。業種では、インフレ率の低下を背景と
した今後の利下げ見通しから業績拡大が予想される銀行を中心とした金
融セクターに注目しています。

18, 000

16, 000

14, 000

12, 000

10, 000

8, 000

（円）

期　首
（2013. 12. 9）

期　末
（2014. 12. 8）

■当期中の基準価額の推移

28



ダイワ・インド株マザーファンド

■売買および取引の状況
（1）株　　　式

（₂₀₁₃年₁₂月₁₀日から₂₀₁₄年₁₂月 ₈ 日まで）
買　　　　付 売　　　　付

株　　数 金　　額 株　　数 金　　額
外
　
国

百株 千インド・ルピー 百株 千インド・ルピー

イ ン ド ₃₆, ₈₈₃. ₆₂  ₁, ₁₉₂, ₇₁₂ ₄₇, ₃₇₀. ₈₅ ₁, ₈₄₂, ₄₄₆ 
（ ₂, ₃₄₀） （ ―） 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ） （　）内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注 ₃ ）金額の単位未満は切捨て。

（2）先物取引の種類別取引状況
（₂₀₁₃年₁₂月₁₀日から₂₀₁₄年₁₂月 ₈ 日まで）

種　類　別 買　　　建 売　　　建
新規買付額 決 済 額 新規売付額 決 済 額

外
国

百万円 百万円 百万円 百万円
株式先物取引 ₉₀₅  ₉₄₂  ― ― 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■ 1 万口当りの費用の明細
項 目 当　　　期

売買委託手数料 110円
（株式） （ 108）
（先物） （ 2）

有価証券取引税 34
（株式） （ 34）

その他費用 268
（保管費用） （ 35）
（その他） （ 233）

合　　　　　　　計 412
（注 ₁ ） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって

受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。費用の項
目および算出法については前掲の「 ₁ 万口当りの費用の明細」の項目の概
要をご参照ください。

（注 ₂ ）各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。

■主要な売買銘柄
株　　　　　式

（₂₀₁₃年₁₂月₁₀日から₂₀₁₄年₁₂月 ₈ 日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
MARUTI SUZUKI INDIA LTD（インド）  ₂₄ ₁₄₀, ₉₅₃ ₅, ₈₇₃  HDFC BANK LTD（インド）  ₁₃₂ ₁₇₆, ₀₀₉ ₁, ₃₃₃ 
BANK OF BARODA（インド）  ₉₄ ₁₀₅, ₉₀₂ ₁, ₁₂₆  TATA CONSULTANCY SVCS LTD（インド）  ₃₈ ₁₄₀, ₇₁₈ ₃, ₇₀₃ 
MOTHERSON SUMI SYSTEMS LTD（インド）  ₁₇₀ ₉₁, ₉₉₃ ₅₄₁  INFOSYS LTD（インド）  ₂₀ ₁₂₄, ₅₆₄ ₆, ₂₂₈ 
TATA CONSULTANCY SVCS LTD（インド）  ₁₉. ₅  ₈₇, ₂₃₄ ₄, ₄₇₃  LARSEN & TOUBRO LTD（インド）  ₅₃ ₁₂₄, ₁₀₆ ₂, ₃₄₁ 
AMTEK AUTO LTD（インド）  ₂₀₉. ₉₁₄ ₈₇, ₀₆₆ ₄₁₄  BANK OF BARODA（インド）  ₇₈. ₈₇₂ ₁₂₁, ₀₈₈ ₁, ₅₃₅ 
TATA STEEL LTD（インド）  ₉₅  ₇₈, ₈₇₃ ₈₃₀  RELIANCE INDUSTRIES LTD（インド）  ₇₅ ₁₁₇, ₈₆₉ ₁, ₅₇₁ 
ACC LTD（インド）  ₃₄ ₇₀, ₆₈₄ ₂, ₀₇₈  ITC LTD（インド）  ₁₇₆ ₁₀₃, ₉₂₂ ₅₉₀ 
POWER GRID CORP OF INDIA LTD（インド）  ₃₂₀ ₆₈, ₉₁₈ ₂₁₅  HOUSING DEVELOPMENT FINANCE（インド）  ₆₈ ₉₅, ₂₄₆ ₁, ₄₀₀ 
INFOSYS LTD（インド）  ₁₁. ₅  ₆₇, ₉₂₉  ₅, ₉₀₆  ICICI BANK LTD（インド）  ₃₄ ₈₇, ₄₆₂ ₂, ₅₇₂ 
TATA MOTORS LTD（インド）  ₉₄  ₆₄, ₇₉₉  ₆₈₉  MARUTI SUZUKI INDIA LTD（インド）  ₃₁ ₈₄, ₃₈₉ ₂, ₇₂₂ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切捨て。
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■組入資産明細表
（1）外 国 株 式

銘　　　　　　　　　　　柄
期　　首 当 期 末

業 種 等株　　数 株　　数 評 価 額
外 貨 建 金 額 邦貨換算金額

百株 百株 千インド・ルピー 千円 
（インド）
TATA STEEL LTD ₄₄₀ ₉₅₀ ₄₃, ₈₀₉ ₈₆, ₇₄₂ 素材
CIPLA LTD ₃₀₀ ― ― ― ヘルスケア
AXIS BANK LTD ₁₃₀ ₅₀₀ ₂₄, ₉₂₇ ₄₉, ₃₅₆ 金融
MARUTI SUZUKI INDIA LTD ₂₆₀ ₁₉₀ ₆₄, ₇₉₁ ₁₂₈, ₂₈₇ 一般消費財・サービス
OBEROI REALTY LTD ― ₄₀₀ ₁₀, ₉₃₀ ₂₁, ₆₄₁ 金融
BANK OF BARODA ― ₁₅₁. ₂₈ ₁₆, ₇₀₉ ₃₃, ₀₈₅ 金融
ASIAN PAINTS LTD ― ₂₀₀ ₁₅, ₆₉₃ ₃₁, ₀₇₂ 素材
HINDUSTAN PETROLEUM CORP ₆₀₆. ₉₂ ― ― ― エネルギー
STATE BANK OF INDIA ₁₄₀ ₁, ₁₀₀ ₃₄, ₉₃₀ ₆₉, ₁₆₂ 金融
UNITED SPIRITS LTD ₁₄₀ ― ― ― 生活必需品
CESC LTD ― ₁₆₀ ₁₁, ₂₀₄ ₂₂, ₁₈₃ 公益事業
IDEA CELLULAR LTD ₁, ₀₀₀ ― ― ― 電気通信サービス
PUNJAB NATIONAL BANK ₁₄₀. ₁ ― ― ― 金融
GLENMARK PHARMACEUTICALS LTD ₁₆₀ ― ― ― ヘルスケア
MARICO LTD ― ₃₀₀. ₁₈ ₉, ₈₄₈ ₁₉, ₅₀₀ 生活必需品
ADANI PORTS AND SPECIAL ECON ― ₃₅₀ ₉, ₉₅₉ ₁₉, ₇₁₉ 資本財・サービス
KOTAK MAHINDRA BANK LTD ₁₅₀ ₂₀₀ ₂₄, ₈₀₈ ₄₉, ₁₁₉ 金融
OIL INDIA LTD ₇₇₀. ₆₅ ― ― ― エネルギー
AUROBINDO PHARMA LTD ― ₁₂₅ ₁₄, ₀₇₂ ₂₇, ₈₆₃ ヘルスケア
DIVI＇S LABORATORIES LTD ₂₅₃. ₂₈ ₅₃. ₂₈ ₉, ₀₀₅ ₁₇, ₈₃₀ ヘルスケア
GODREJ CONSUMER PRODUCTS LTD ₂₄₉. ₆₃ ― ― ― 生活必需品
KANSAI NEROLAC PAINTS LTD ₁. ₈₆ ― ― ― 素材
LUPIN LTD ₃₃₀ ― ― ― ヘルスケア
MAX INDIA LTD ― ₄₅₀ ₁₇, ₈₁₃ ₃₅, ₂₇₀ 金融
MOTHERSON SUMI SYSTEMS LTD ₂₉₀ ₁, ₅₃₅ ₆₄, ₉₅₃ ₁₂₈, ₆₀₇ 一般消費財・サービス
SHRIRAM TRANSPORT FINANCE ― ₁₈₀ ₂₁, ₂₀₇ ₄₁, ₉₉₁ 金融
TECH MAHINDRA LTD ₃₂₀ ₂₁₀ ₅₄, ₉₈₁ ₁₀₈, ₈₆₂ 情報技術
YES BANK LTD ― ₄₃₀ ₃₂, ₂₇₅ ₆₃, ₉₀₆ 金融
EMAMI LTD ₃₀₆ ₁₆₆ ₁₂, ₉₁₉ ₂₅, ₅₈₁ 生活必需品
TORRENT PHARMACEUTICALS LTD ― ₁₁₀ ₁₂, ₃₀₇ ₂₄, ₃₆₈ ヘルスケア
COAL INDIA LTD ₅₅₀ ― ― ― エネルギー
BHARTI INFRATEL LTD ₁, ₀₄₀ ₃₅₀ ₁₀, ₈₃₉ ₂₁, ₄₆₂ 電気通信サービス
ARVIND LTD ₁, ₆₂₀ ₅₀₀ ₁₄, ₅₅₇ ₂₈, ₈₂₃ 一般消費財・サービス
EROS INTERNATIONAL MEDIA LTD ― ₇₃₆. ₉₇ ₂₆, ₄₈₃ ₅₂, ₄₃₆ 一般消費財・サービス
MINDTREE LTD ― ₈₀ ₉, ₇₁₉ ₁₉, ₂₄₄ 情報技術
GUJARAT PIPAVAV PORT LTD ₃, ₄₄₉. ₅₉ ₁, ₄₄₉. ₅₉ ₂₅, ₂₇₃ ₅₀, ₀₄₁ 資本財・サービス
VARDHMAN TEXTILES LTD ₁₁. ₁₄ ― ― ― 一般消費財・サービス
PI INDUSTRIES LTD ― ₅₁₂. ₀₂ ₂₅, ₆₃₆ ₅₀, ₇₆₀ 素材
KNR CONSTRUCTIONS LTD ― ₄₅₀ ₁₄, ₃₆₆ ₂₈, ₄₄₅ 資本財・サービス
ZEE ENTERTAINMENT ENTERPRISE ₅₂₇. ₃₈ ― ― ― 一般消費財・サービス
TATA CONSULTANCY SVCS LTD ₅₁₀ ₃₂₅ ₈₃, ₈₁₅ ₁₆₅, ₉₅₅ 情報技術
INFOSYS LTD ₃₇₀ ₅₇₀ ₁₁₈, ₀₀₇ ₂₃₃, ₆₅₄ 情報技術
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銘　　　　　　　　　　　柄
期　　首 当 期 末

業 種 等株　　数 株　　数 評 価 額
外 貨 建 金 額 邦貨換算金額

百株 百株 千インド・ルピー 千円 
LARSEN & TOUBRO LTD ₃₅₅ ― ― ― 資本財・サービス
TATA MOTORS LTD ₇₀₀ ₅₀₀ ₂₆, ₂₆₇ ₅₂, ₀₀₉ 一般消費財・サービス
DR.  REDDY＇S LABORATORIES ₁₄₀ ₈₀ ₂₇, ₁₆₄ ₅₃, ₇₈₄ ヘルスケア
HOUSING DEVELOPMENT FINANCE ₁, ₃₂₀ ₆₄₀ ₇₁, ₃₅₀ ₁₄₁, ₂₇₃ 金融
INFRASTRUCTURE DEV FINANCE ₁, ₀₀₀ ― ― ― 金融
HDFC BANK LTD ₁, ₃₂₀ ― ― ― 金融
ICICI BANK LTD ₂₃₀ ₆₀₀ ₂₁, ₅₈₈ ₄₂, ₇₄₄ その他
RELIANCE INDUSTRIES LTD ₁, ₂₀₀ ₅₅₀ ₅₂, ₆₅₄ ₁₀₄, ₂₅₅ エネルギー
OIL & NATURAL GAS CORP LTD ― ₃₅₀ ₁₂, ₇₈₅ ₂₅, ₃₁₅ エネルギー
ITC LTD ₁, ₇₆₀ ― ― ― 生活必需品
BHARTI AIRTEL LTD ₁, ₂₀₀ ₃₅₀ ₁₂, ₈₇₃ ₂₅, ₄₈₈ 電気通信サービス
SUN PHARMACEUTICAL INDU ₇₆₀ ₃₀₀ ₂₄, ₆₄₆ ₄₈, ₈₀₀ ヘルスケア
HCL TECHNOLOGIES LTD ₄₀₀ ₂₀₀ ₃₁, ₉₃₆ ₆₃, ₂₃₃ 情報技術

フ ァ ン ド 合 計 株 　 数、 金 　 額 ₂₄, ₄₅₁. ₅₅ ₁₆, ₃₀₄. ₃₂ ₁, ₁₁₇, ₁₁₂ ₂, ₂₁₁, ₈₈₁ 
銘 柄 数 ＜ 比 率 ＞ ₃₉ 銘柄 ₃₈ 銘柄 ＜₉₃. ₂％＞ 

（注 ₁ ）邦貨換算金額は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したものです。
（注 ₂ ）＜　＞は純資産総額に対する評価額の比率。
（注 ₃ ）評価額の単位未満は切捨て。

■投資信託財産の構成
₂₀₁₄年₁₂月 ₈ 日現在

項 目 当 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％
株         式 ₂, ₂₁₁, ₈₈₁ ₈₉. ₉ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₂₄₇, ₅₃₃ ₁₀. ₁ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₂, ₄₅₉, ₄₁₄ ₁₀₀. ₀ 
（注 ₁ ）評価額の単位未満は切捨て。
（注 ₂ ） 外貨建資産は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資

信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したもので
す。なお、₁₂月 ₈ 日における邦貨換算レートは、 ₁ アメリカ・ドル＝
₁₂₁. ₅₈円、 ₁ インド・ルピー＝₁. ₉₈円です。

（注 ₃ ） 当期末における外貨建純資産（₂, ₃₆₃, ₃₄₀千円）の投資信託財産総額
（₂, ₄₅₉, ₄₁₄千円）に対する比率は、₉₆. ₁% です。

（2）先物取引の銘柄別期末残高（評価額）

銘　　　柄　　　別 当　　　期　　　末
買　建　額 売　建　額

外
国 SGX CNX NIFTY ETS（シンガポール）

百万円 百万円 

₈₃  ― 
（注 ₁ ） 外貨建の評価額は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに

投資信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したも
のです。

（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

31



ダイワ・インド株マザーファンド

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₄年₁₂月 ₈ 日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 2, 459, 414, 994円

コ ー ル  ・ ロ ー ン 等 ₁₈₅, ₉₃₇, ₉₉₉  
株 式（評価額） ₂, ₂₁₁, ₈₈₁, ₈₅₄  
未 収 入 金 ₄₀, ₇₃₀, ₉₆₉  
差 入 委 託 証 拠 金 ₂₀, ₈₆₄, ₁₇₂  

（Ｂ）負 債 85, 927, 561  
未 払 金 ₅₅, ₉₂₇, ₅₆₁  
未 払 解 約 金 ₃₀, ₀₀₀, ₀₀₀  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 2, ₃7₃, 487, 4₃₃  
元 本 ₁, ₃₅₃, ₀₈₆, ₁₂₃  
次 期 繰 越 損 益 金 ₁, ₀₂₀, ₄₀₁, ₃₁₀  

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 1, ₃5₃, 086, 12₃口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 17, 541円

＊ 期首における元本額は₂, ₃₀₈, ₉₄₅, ₉₀₃円、当期中における追加設定元本額は
₂₂₁, ₅₇₇, ₈₇₈円、同解約元本額は₁, ₁₇₇, ₄₃₇, ₆₅₈円です。

＊ 当期末における当マザーファンドを投資対象とする投資信託の元本額は、ダイ
ワ・ イ ン ド 株 フ ァ ン ド₄₅₉, ₆₈₇, ₁₇₇円、 ダ イ ワ・ ア ジ ア 新 興 国 株 フ ァ ン ド
₅₂₄, ₁₃₃, ₂₅₉円、ダイワ／フィデリティ・アジア ₃ 資産分散ファンド₁₉₃, ₄₂₄, ₈₇₄
円、ダイワ・エマージング＆ジャパン・ファンド₁₅₄, ₉₉₆, ₆₅₃円、ダイワ新興 ₄
カ国株式ファンド（ダイワＳＭＡ専用）₂₀, ₈₄₄, ₁₆₀円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₁₇, ₅₄₁円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₃年₁₂月₁₀日　至₂₀₁₄年₁₂月 ₈ 日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 29, 4₃8, 769円

受 取 配 当 金 ₂₉, ₄₁₇, ₂₇₈
受 取 利 息 ₂₁, ₄₉₁

（Ｂ）有価証券売買損益 1, 079, 15₃, 741
売 買 益 ₁, ₁₈₉, ₂₇₀, ₃₉₇
売 買 損 △ ₁₁₀, ₁₁₆, ₆₅₆

（Ｃ）先物取引等損益 18, 946, ₃74
取 引 益 ₂₃, ₅₅₉, ₂₄₁
取 引 損 △ ₄, ₆₁₂, ₈₆₇

（Ｄ）そ の 他 費 用 △ 4₃, 81₃, 128
（Ｅ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） 1, 08₃, 725, 756
（Ｆ）前期繰越損益金 119, 115, 774
（Ｇ）解 約 差 損 益 金 △ 295, 862, ₃42
（Ｈ）追加信託差損益金 11₃, 422, 122
（Ｉ）合 計（Ｅ＋Ｆ＋Ｇ＋Ｈ） 1, 020, 401, ₃10

次期繰越損益金（Ｉ） 1, 020, 401, ₃10
（注 ₁ ） 解約差損益金とは、一部解約時の解約価額と元本との差額をいい、元本を

下回る場合は利益として、上回る場合は損失として処理されます。
（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る

場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。
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運用報告書　第15期　（決算日　2015年 6 月22日）

（計算期間　₂₀₁₄年₁₂月₂₃日～₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日）

　ダイワ・ブラジル株式マザーファンドの第₁₅期にかかる運用状況をご報告申し上げます。

★当ファンドの仕組みは次の通りです。

運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。

主要投資対象 ブラジルの金融商品取引所上場株式および店頭登録株式（上場予定および店頭登録予定を含み
ます。）ならびにブラジルの企業のＤＲ（預託証券）

運 用 方 法

①主としてブラジルの株式（※）に投資し、中長期的にベンチマーク（ボベスパ指数（円換
算））を上回る投資成果をめざして運用を行ないます。
②経済情勢や業界動向等の分析を行なうとともに、個別企業のファンダメンタルズ、成長性、
株価バリュエーション等を総合的に勘案してポートフォリオを構築します。
③外貨建資産の運用にあたっては、ダイワ・アセット・マネジメント（アメリカ）リミテッド
に運用の指図にかかる権限を委託します。ダイワ・アセット・マネジメント（アメリカ）リミ
テッドは、当該外貨建資産の運用について、サンタンデール アセット マネジメント（ブラジ
ル）の助言を受けます。
④株式の組入比率は、通常の状態で信託財産の純資産総額の80％程度以上に維持することを基
本とします。
⑤為替変動リスクを回避するための為替ヘッジは原則として行ないません。
（※）株式…ＤＲ（預託証券）を含みます。

株式組入制限 無制限

東京都千代田区丸の内一丁目 9 番 1 号
h t t p : / / w w w . d a i w a－a m . c o . j p /
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■当期中の基準価額と市況の推移

年　　月　　日
基 準 価 額 ボベスパ指数

（配当込み、円換算）
株　式
組　入
比　率

株　式
先　物
比　率騰落率 （ベンチマーク） 騰落率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年₁₂月₂₂日 ₅, ₅₃₀ ― ₆, ₁₉₃ ― ₉₇. ₆ ―

₁₂月末 ₅, ₆₂₅ ₁. ₇ ₆, ₂₅₇ ₁. ₀ ₉₇. ₆ ―
₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₅, ₄₃₄ △ ₁. ₇ ₆, ₀₂₄ △ ₂. ₇ ₉₇. ₁ ―

₂ 月末 ₅, ₃₈₇ △ ₂. ₆ ₅, ₉₀₁ △ ₄. ₇ ₉₆. ₆ ―
₃ 月末 ₄, ₈₂₈ △ ₁₂. ₇ ₅, ₂₉₄ △ ₁₄. ₅ ₉₆. ₅ ―
₄ 月末 ₅, ₅₄₀ ₀. ₂ ₆, ₁₆₆ △ ₀. ₄ ₉₆. ₁ ―
₅ 月末 ₅, ₂₇₄ △ ₄. ₆ ₅, ₈₆₆ △ ₅. ₃ ₉₇. ₆ ―

（期末）₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日 ₅, ₃₂₀ △ ₃. ₈ ₅, ₉₁₆ △ ₄. ₅ ₉₆. ₆ ―
（注 ₁ ）騰落率は期首比。
（注 ₂ ） ボベスパ指数（配当込み、円換算）は、ボベスパ指数（ブラジル・レアル

ベース）を円換算し、当ファンド設定日を₁₀, ₀₀₀として大和投資信託が計算
したものです。

（注 ₃ ） 海外の指数は、基準価額への反映を考慮して、現地前営業日の終値を採用し
ています。

（注 ₄ ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

《運用経過》
◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₅, ₅₃₀円　期末：₅, ₃₂₀円　騰落率：△₃. ₈％　
【基準価額の主な変動要因】

ブラジル株式に投資した結果、基準価額は値下がりしました。ブラ
ジル株式は上昇しましたが、為替市場でブラジル・レアルが円に対し
て下落したことがマイナス要因となりました。

◆投資環境について
○ブラジル株式市況

ブラジル株式市況は、期首から₂₀₁₅年 ₁ 月にかけて、原油価格の
急落や増税・歳出削減策が相次いで発表されたことによるブラジル
の景気先行きへの懸念などから、軟調な展開となりました。しかし
₂ 月以降は、原油価格の底打ちや石油会社ペトロブラス社の経営陣
交代などが好感されたこと、 ₃ 月にはＦＯＭＣ（米国連邦公開市場
委員会）の声明により早期の利上げ懸念が後退したことなどから反
発となりました。 ₄ 月には、大統領が財政収支目標の達成に真摯に
取り組む姿勢を示したことや、ペトロブラス社が汚職問題により延
期されていた監査済み決算発表を ₄ 月中に行なうとの報道などか
ら、一段高となりました。 ₅ 月に入ると、度重なる利上げにもかか
わらずインフレ率が高止まりしていることなどから、さらなる利上
げやブラジルの景気悪化などが懸念され反落し、その後は狭いレン
ジの動きで期末を迎えましたが、期首比では上昇となりました。

○為替相場
ブラジル・レアルは、日銀の追加緩和の発表などから期首₄₄円台

で始まりました。₂₀₁₅年 ₂ 月以降は、ブラジル経済見通しの低迷な
どにより投資センチメントが悪化したこと、ペトロブラス社の格下
げや汚職問題、政権に対するデモ等がレアルの悪材料となり大きく
下落しました。 ₃ 月からは、米国の早期利上げ観測が後退したほ
か、ペトロブラス社が延期されていた監査済み決算発表を行なうと
の期待から上昇しました。 ₅ 月以降は狭いレンジでの動きとなり、
₃₉円台で期末を迎えました。

◆前期における「今後の運用方針」
経済情勢や業界動向等の分析と個別企業のファンダメンタルズ、

成長性、株価バリュエーション等の分析の組合わせにより、ポート
フォリオを構築します。外貨建資産の運用にあたっては、ダイワ・
アセット・マネジメント（アメリカ）リミテッドに運用の指図にか
かる権限を委託します。なお、ダイワ・アセット・マネジメント
（アメリカ）リミテッドは、当該外貨建資産の運用について、サン
タンデール　アセット　マネジメント（ブラジル）の助言を受けま
す。

◆ポートフォリオについて
当期は、株式組入比率を₉₅～₉₈％程度とし、成長性、株価バリュ

エーション等の分析に基づき、ポートフォリオを構築しました。個別
銘柄では、ブラジル景気の短期的な見通しが悪化する中でも安定した
成長が期待された AMBEV（生活必需品）や JBS（生活必需品）の組
入比率を引上げました。また、売上げが米ドル建てでレアル安の恩恵
が期待できる KLABIN（素材）や EMBRAER（資本財・サービス）
などを高位の組入れとしました。銀行では、利ざやの拡大や営業費用
の抑制により業績が拡大している一方でバリュエーションが魅力的な
水 準 に と ど ま っ て い る ITAU UNIBANCO（ 金 融 ） や BANCO 
BRADESCO（金融）も高位の組入れを維持しました。

6, 500

6, 000

5, 500

5, 000

4, 500

4, 000

（円）

期　首
（2014. 12. 22）

期　末
（2015. 6. 22）

基準価額
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■売買および取引の状況
株　　　式

（₂₀₁₄年₁₂月₂₃日から₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日まで）
買　　　　付 売　　　　付

株　　数 金　　額 株　　数 金　　額

外
　
　
国

百株 千アメリカ・ドル 百株 千アメリカ・ドル

アメリカ ₆, ₃₁₆ ₅, ₃₀₅ ₄, ₄₀₄ ₄, ₂₉₇ 
（ ₉₁₅. ₈₈） （ ―） 

百株 千ブラジル・レアル 百株 千ブラジル・レアル

ブラジル ₈, ₁₄₀ ₁₆, ₅₇₅ ₁₁, ₂₀₄. ₆₆ ₁₈, ₆₁₇ 
（△ ₃, ₃₈₈. ₁₅） （△ ₁₀） 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ） （　）内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注 ₃ ）金額の単位未満は切捨て。

■主要な売買銘柄
株　　　　　式

（₂₀₁₄年₁₂月₂₃日から₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
GERDAU SA -SPON ADR（ブラジル）  ₂₈₄ ₁₂₄, ₅₁₉ ₄₃₈  CIA BRASILEIRA DE DIS-SP PRF（ブラジル）  ₄₉. ₅ ₂₀₂, ₃₀₃ ₄, ₀₈₆ 
AMBEV SA-ADR（ブラジル）  ₁₇₀ ₁₁₉, ₃₂₇ ₇₀₁  PETROLEO BRASIL-SP PREF  ADR（ブラジル）  ₁₁₅ ₈₅, ₆₆₄ ₇₄₄ 
TELEFONICA BRASIL-ADR（ブラジル）  ₅₉. ₂ ₁₁₅, ₉₅₂ ₁, ₉₅₈  GERDAU SA -SPON ADR（ブラジル）  ₁₉₅. ₉ ₈₁, ₈₉₇ ₄₁₈ 
ITAU UNIBANCO H-SPON PRF ADR（ブラジル）  ₆₅. ₅ ₉₆, ₀₅₆ ₁, ₄₆₆  CIELO SA（ブラジル）  ₄₈ ₇₉, ₆₃₇ ₁, ₆₅₉ 
KLABIN SA - UNIT（ブラジル）  ₁₃₇. ₅ ₈₆, ₂₃₂ ₆₂₇  LOJAS RENNER S. A.（ブラジル）  ₂₃ ₇₁, ₂₂₉ ₃, ₀₉₆ 
EMBRAER SA-SPON ADR（ブラジル）  ₂₀. ₄ ₈₅, ₀₃₂ ₄, ₁₆₈  BR MALLS PARTICIPACOES SA（ブラジル）  ₁₀₂. ₅ ₇₀, ₈₉₂ ₆₉₁ 
BR MALLS PARTICIPACOES SA（ブラジル）  ₁₁₁ ₇₄, ₁₉₈ ₆₆₈  EQUATORIAL ENERGIA SA - ORD（ブラジル）  ₆₅ ₇₀, ₆₅₃ ₁, ₀₈₆ 
CIA DE TRANSMISSAO DE ENE-PF（ブラジル）  ₄₀ ₆₅, ₁₂₆ ₁, ₆₂₈  ITAUSA-INVESTIMENTOS ITAU-PR（ブラジル）  ₁₈₀ ₆₃, ₄₅₇ ₃₅₂ 
KROTON EDUCACIONAL SA（ブラジル）  ₁₅₀ ₅₅, ₆₁₄ ₃₇₀  ESTACIO PARTICIPACOES SA（ブラジル）  ₉₂ ₅₈, ₈₀₂ ₆₃₉ 
CIA BRASILEIRA DE DIS-SP PRF（ブラジル）  ₁₄ ₅₄, ₆₀₀ ₃, ₉₀₀  ULTRAPAR PARTICPAC-SPON ADR（ブラジル）  ₂₃ ₅₇, ₅₃₃ ₂, ₅₀₁ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切捨て。

◆ベンチマークとの差異について
ベンチマーク（ボベスパ指数（配当込み、円換算））の騰落率は

₄. ₅％の下落となりました。一方、当ファンドの騰落率は₃. ₈％の下落
となりました。KLABIN（素材）や HYPERMARCAS（生活必需品）
のオーバーウエート、VALE（素材）や KROTON EDUCACIONAL
（一般消費財・サービス）のアンダーウエートなどの個別銘柄選定が
プラスに寄与しました。

《今後の運用方針》
　経済情勢や業界動向等の分析と個別企業のファンダメンタルズ、成長
性、株価バリュエーション等の分析の組合わせにより、ポートフォリオ
を構築します。外貨建資産の運用にあたっては、ダイワ・アセット・マ
ネジメント（アメリカ）リミテッドに運用の指図にかかる権限を委託し
ます。なお、ダイワ・アセット・マネジメント（アメリカ）リミテッド
は、当該外貨建資産の運用について、サンタンデール　アセット　マネ
ジメント（ブラジル）の助言を受けます。

■ 1 万口当りの費用の明細
項 目 当　　　期

売買委託手数料 4円
（株式） （ 4） 

有価証券取引税 0  
（株式） （ 0） 

その他費用 6  
（保管費用） （ 3） 
（その他） （ 4） 

合 計 11  
（注１） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって

受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。費用の項
目および算出法については前掲の「 ₁ 万口当りの費用の明細」の項目の概
要をご参照ください。 

（注 ₂ ） 各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
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■組入資産明細表
外 国 株 式

銘　　　　　　　　　　　柄
期　　首 当 期 末

業 種 等株　　数 株　　数 評 価 額
外貨建金額 邦貨換算金額

百株 百株 千アメリカ・ドル 千円 
（アメリカ）
ITAU UNIBANCO H-SPON PRF ADR ₄, ₅₃₄. ₉₅ ₅, ₀₁₉. ₉₅ ₅, ₅₂₁ ₆₇₇, ₄₈₇ 金融
GERDAU SA -SPON ADR ₁, ₉₅₉ ₂, ₈₄₀ ₇₄₆ ₉₁, ₆₃₉ 素材
BRF SA-ADR ₁, ₂₅₈ ₁, ₃₇₈ ₃, ₀₀₁ ₃₆₈, ₂₂₇ 生活必需品
BANCO BRADESCO-ADR ₄, ₅₂₉. ₄₃ ₅, ₂₇₅. ₃₁ ₄, ₇₇₄ ₅₈₅, ₇₄₁ 金融
PETROLEO BRASILEIRO-SPON ADR ₁, ₄₆₄ ₁, ₄₆₄ ₁, ₃₇₆ ₁₆₈, ₈₄₁ エネルギー
AMBEV SA-ADR ₄, ₀₅₀ ₅, ₇₅₀ ₃, ₄₉₀ ₄₂₈, ₂₁₈ 生活必需品
TELEFONICA BRASIL-ADR ₃₉₇. ₈ ₈₀₉. ₈ ₁, ₁₁₀ ₁₃₆, ₂₁₄ 電気通信サービス
PETROLEO BRASIL-SP PREF  ADR ₂, ₈₇₇ ₁, ₇₂₇ ₁, ₄₆₇ ₁₈₀, ₁₀₂ エネルギー
VALE SA-SP PREF ADR ₂, ₆₁₅ ₂, ₆₁₅ ₁, ₄₇₂ ₁₈₀, ₆₂₉ 素材
EMBRAER SA-SPON ADR ₂₆₅ ₄₆₉ ₁, ₄₇₉ ₁₈₁, ₄₈₆ 資本財・サービス
FIBRIA CELULOSE SA-SPON ADR ₆₂₀ ₆₂₀ ₈₅₃ ₁₀₄, ₇₄₅ 素材
ULTRAPAR PARTICPAC-SPON ADR ₇₁₃ ₄₉₈ ₁, ₀₉₃ ₁₃₄, ₁₁₃ エネルギー
CIA BRASILEIRA DE DIS-SP PRF ₅₄₃ ₁₈₈ ₄₇₈ ₅₈, ₆₅₆ 生活必需品

アメリカ ・ドル通貨計 株 　 数 、 金 　 額 ₂₅, ₈₂₆. ₁₈ ₂₈, ₆₅₄. ₀₆ ₂₆, ₈₆₅ ₃, ₂₉₆, ₁₀₄ 
銘 柄 数 ＜ 比 率 ＞ ₁₃ 銘柄 ₁₃ 銘柄 ＜₅₉. ₂％＞ 

百株 百株 千ブラジル・レアル 千円 
（ブラジル）
ITAUSA-INVESTIMENTOS ITAU-PR ₄, ₃₃₁. ₉ ₃, ₁₀₈. ₀₉ ₂, ₇₇₂ ₁₀₉, ₈₄₃ 金融
BRADESPAR SA -PREF ₆₀₀ ₆₀₀ ₆₉₇ ₂₇, ₆₂₃ 素材
BANCO DO BRASIL S. A. ₃₀₂. ₆₄ ― ― ― 金融
COSAN SA INDUSTRIA COMERCIO ₁₇₀ ₄₀₀ ₁, ₀₁₅ ₄₀, ₂₂₂ エネルギー
OI SA-PREFERENCE ₄, ₅₀₀ ― ― ― 電気通信サービス
CCR SA ₁, ₈₅₀ ₁, ₂₅₀ ₁, ₈₆₂ ₇₃, ₇₉₂ 資本財・サービス
SOUZA CRUZ SA ₄₈₀ ― ― ― 生活必需品
CIA DE TRANSMISSAO DE ENE-PF ― ₄₀₀ ₁, ₆₃₂ ₆₄, ₆₅₉ 公益事業
CPFL ENERGIA SA ₉₄₀ ₁, ₀₂₁. ₆₂ ₁, ₉₈₇ ₇₈, ₇₂₆ 公益事業
LOJAS RENNER S. A. ₂₇₀ ₂₀₀ ₂, ₂₂₀ ₈₇, ₉₅₆ 一般消費財・サービス
LOJAS AMERICANAS SA-PREF ₅₀₉. ₀₅ ₅₀₉. ₀₅ ₈₇₅ ₃₄, ₆₆₉ 一般消費財・サービス
JBS SA ₂, ₁₆₀ ₂, ₁₆₀ ₃, ₅₅₅ ₁₄₀, ₈₆₃ 生活必需品
BM&FBOVESPA SA ₃, ₂₁₀ ₂, ₁₆₀ ₂, ₄₉₉ ₉₉, ₀₁₅ 金融
BR MALLS PARTICIPACOES SA ₁, ₀₂₅ ₁, ₁₁₀ ₁, ₆₃₉ ₆₄, ₉₅₅ 金融
CIELO SA ₁, ₄₀₀. ₂ ₁, ₄₂₄. ₂₄ ₅, ₉₂₇ ₂₃₄, ₈₅₄ 情報技術
HYPERMARCAS SA ₇₅₀ ₁, ₄₆₀ ₃, ₃₄₆ ₁₃₂, ₅₈₁ 生活必需品
EQUATORIAL ENERGIA SA - ORD ₁, ₀₅₀ ₄₀₀ ₁, ₄₂₀ ₅₆, ₂₆₀ 公益事業
BANCO SANTANDER  BRASIL-UNIT ₅₆₅ ₅₆₅ ₉₂₂ ₃₆, ₅₅₅ 金融
RAIA DROGASIL SA ― ₄₇₀ ₁, ₇₆₄ ₆₉, ₉₀₄ 生活必需品
ECORODOVIAS INFRA E LOG SA ― ₂₇₀ ₂₁₃ ₈, ₄₇₂ 資本財・サービス
BR PROPERTIES SA ₉₇₀ ― ― ― 金融
ESTACIO PARTICIPACOES SA ₁, ₇₇₅ ₈₅₅ ₁, ₇₀₅ ₆₇, ₅₈₀ 一般消費財・サービス
CETIP SA-MERCADOS ORGANIZADO ₅₇₀ ₇₅₅ ₂, ₅₁₉ ₉₉, ₈₂₀ 金融
KLABIN SA - UNIT ₁, ₇₀₀ ₃, ₀₇₅ ₅, ₇₆₅ ₂₂₈, ₄₃₄ 素材
KROTON EDUCACIONAL SA ₅₀₀ ₂, ₀₀₀ ₂, ₄₃₆ ₉₆, ₅₁₄ 一般消費財・サービス
ALUPAR INVESTIMENTO SA-UNIT ₄₀₀ ― ― ― 公益事業
DURATEX SA ₅₅₇. ₀₂ ― ― ― 素材
BB SEGURIDADE PARTICIPACOES ₁, ₇₈₅ ₁, ₇₂₅ ₅, ₈₃₃ ₂₃₁, ₁₄₁ 金融

ブラジル・レアル通貨計 株 　 数、 金 　 額 ₃₂, ₃₇₀. ₈₁ ₂₅, ₉₁₈ ₅₂, ₆₁₀ ₂, ₀₈₄, ₄₄₇ 
銘 柄 数 ＜ 比 率 ＞ ₂₅ 銘柄 ₂₂ 銘柄 ＜₃₇. ₄％＞ 

フ ァ ン ド 合 計 株 　 数、 金 　 額 ₅₈, ₁₉₆. ₉₉ ₅₄, ₅₇₂. ₀₆ ― ₅, ₃₈₀, ₅₅₁ 
銘 柄 数 ＜ 比 率 ＞ ₃₈ 銘柄 ₃₅ 銘柄 ＜₉₆. ₆％＞ 

（注 ₁ ）邦貨換算金額は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したものです。
（注 ₂ ）＜　＞は純資産総額に対する評価額の比率。
（注 ₃ ）評価額の単位未満は切捨て。
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■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日現在

項 目 当 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％
株         式 ₅, ₃₈₀, ₅₅₁ ₉₆. ₅ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₁₉₃, ₄₄₂ ₃. ₅ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₅, ₅₇₃, ₉₉₃ ₁₀₀. ₀ 
（注 ₁ ）評価額の単位未満は切捨て。
（注 ₂ ） 外貨建資産は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資

信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したもので
す。なお、 ₆ 月₂₂日における邦貨換算レートは、 ₁ アメリカ・ドル＝
₁₂₂. ₆₉円、 ₁ ブラジル・レアル＝₃₉. ₆₂円です。

（注 ₃ ） 当期末における外貨建純資産（₅, ₄₇₉, ₉₁₉千円）の投資信託財産総額
（₅, ₅₇₃, ₉₉₃千円）に対する比率は、₉₈. ₃% です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年₁₂月₂₃日　至₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 90, 207, 416円

受 取 配 当 金 ₉₀, ₁₇₅, ₃₈₆
受 取 利 息 ₃₂, ₀₃₀

（Ｂ）有価証券売買損益 △ 29₃, 116, 916
売 買 益 ₄₈₈, ₆₂₃, ₉₀₉
売 買 損 △ ₇₈₁, ₇₄₀, ₈₂₅

（Ｃ）そ の 他 費 用 △ 6, 607, 9₃8
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） △ 209, 517, 4₃8
（Ｅ）前期繰越損益金 △ 4, 685, 295, 79₃
（Ｆ）解 約 差 損 益 金 ₃₃₃, 679, 4₃5
（Ｇ）追加信託差損益金 △ ₃₃9, 007, 145
（Ｈ）合 計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ） △ 4, 900, 140, 941

次期繰越損益金（Ｈ） △ 4, 900, 140, 941
（注 ₁ ） 解約差損益金とは、一部解約時の解約価額と元本との差額をいい、元本を

下回る場合は利益として、上回る場合は損失として処理されます。
（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る

場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 5, 57₃, 99₃, 574円

コ ー ル  ・ ロ ー ン 等 ₁₇₇, ₆₄₃, ₄₈₆  
株 式（評価額） ₅, ₃₈₀, ₅₅₁, ₃₈₁  
未 収 配 当 金 ₁₅, ₇₉₈, ₇₀₇  

（Ｂ）負 債 4, 000, 000  
未 払 解 約 金 ₄, ₀₀₀, ₀₀₀  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 5, 569, 99₃, 574  
元 本 ₁₀, ₄₇₀, ₁₃₄, ₅₁₅  
次 期 繰 越 損 益 金 △  ₄, ₉₀₀, ₁₄₀, ₉₄₁  

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 10, 470, 1₃4, 515口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 5, ₃20円

＊ 期首における元本額は₁₀, ₄₈₁, ₃₀₆, ₈₀₅円、当期中における追加設定元本額は
₇₁₁, ₅₀₇, ₁₄₅円、同解約元本額は₇₂₂, ₆₇₉, ₄₃₅円です。

＊ 当期末における当マザーファンドを投資対象とする投資信託の元本額は、ダイ
ワ・ ブ ラ ジ ル 株 式 フ ァ ン ド₇, ₇₅₀, ₅₉₅, ₄₇₀円、 ブ ラ ジ ル 株 式 オ ー プ ン
₂, ₂₃₄, ₃₈₇, ₉₅₃円、ダイワ・エマージング＆ジャパン・ファンド₄₅₃, ₅₅₅, ₅₂₁円、
ダイワ新興 ₄ カ国株式ファンド（ダイワＳＭＡ専用）₃₁, ₅₉₅, ₅₇₁円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₅, ₃₂₀円です。
＊当期末の純資産総額が元本額を下回っており、その差額は₄, ₉₀₀, ₁₄₀, ₉₄₁円です。
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